
支部 　・引き上げとなる支部 （ 29 支部中 4 支部 ） ［２０支部中　　５支部］

［ 27 支部　］ 　・引き下げとなる支部 （ 18 支部中 18 支部 ） ［２６支部中　２１支部］

　・変更がない支部 （ 0 支部中 0 支部 ） ［　１支部中　　１支部］

支部 　・引き上げとなる支部 （ 29 支部中 21 支部 ） ［２０支部中　１３支部］

［ 17 支部　］ 　・引き下げとなる支部 （ 18 支部中 0 支部 ） ［２６支部中　　４支部］

　・変更がない支部 （ 0 支部中 0 支部 ） ［　１支部中　　０支部］

支部 　・引き上げとなる支部 （ 29 支部中 4 支部 ） ［２０支部中　　２支部］

［ 3 支部　］ 　・引き下げとなる支部 （ 18 支部中 0 支部 ） ［２６支部中　　１支部］

　・変更がない支部 （ 0 支部中 0 支部 ） ［　１支部中　　０支部］

令和４年度 都道府県単位保険料率の変更についての支部長意見（概要）

※ ［　］は昨年度の支部数

意見の提出なし　　０支部　　［０支部］

●　当該支部の保険料率について『反対』とする趣旨の記載がある支部 4

●　当該支部の保険料率について『やむを得ない』とする趣旨の記載がある支部

意見の提出あり　　４７支部　　［４７支部］

●　当該支部の保険料率について『妥当』、『容認』とする趣旨の記載がある支部
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資料１-３
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令和４年度 都道府県単位保険料率の変更についての支部長意見 

保険料率については、【資料 1-２】 令和４年度都道府県単位保険料率の決定について（案）に基づいて記載。なお、（ ）内については、令和３年度の保険料率を記載。 

支部名 支部長意見 評議会における意見 

北海道 １０．３９％（１０．４５％） 

１．意見の要旨 

平均保険料率 10％を維持し、北海道支部の令和 4年度保険料率を令和 3

年度保険料率 10.45％から 0.06 ポイント引き下げ、10.39%とすることに

異論はない。 

 

２．理由等 

・協会の今後の収支見通しを踏まえれば、財政の赤字構造は解消されない

状況下、中長期的な視野に立てば、平均保険料率 10％を維持することはや

むを得ないと考える。 

 

・評議会では、平均保険料率 10％を維持する意見の他、多くの加入者及び

事業者が新型コロナウイルスの影響を受け、経営的にも厳しい状況にあ

り、一時的でも平均保険料率の引き下げを要望する意見もいただいてい

る。 

また、準備金が約 4兆円に積み上がっていることから、健康づくりに資

する具体的な還元策についての要望も上がっている。 

 

・令和 4年度の北海道支部保険料率については、新型コロナウイルス感染

拡大による特異な医療費の減少による引き下げ（▲0.06 ポイント）であ

り、今後も医療費の増加が見込まれる中で、道内においては、多くの加入

者及び事業者が、経済的打撃を受けている事なども考慮すれば、引き続き、

国に対して国庫補助率 20％の実現を強く働きかけていただきたい。 

【評議会の意見】 

令和 4年度の北海道支部保険料率を 10.39％に引き下げることについて異

論はありません。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・加入者が支部を選択できない環境から考えると、支部間格差の拡大は難

しい問題である。今後も、都道府県保険料率を維持するのであれば、加入

者・事業主が納得できる仕組みを構築する必要がある。 

・高齢者医療制度など他の医療保険や国との綱引きばかりの議論で、保険

者間や、国全体でもっと制度全体を考えていかないといけない。 

・準備金の積み上げについて毎年議論となっているが、上限設定や還元策

について、枠組みを明確に示していただくよう検討いただきたい。 

 

（事業主代表） 

・今後、中小企業はコロナに対する負債の返済や、生産人口の減少などに

より厳しさが増していく状況にあるため、保険料収入も減少していくこと

が想定される。さらに、後期高齢者支援金等の増加なども踏まえると、加

入者の努力だけで状況が好転するとは思えない。国を巻き込んだ一体改革

を行わないと、企業も医療保険制度も破綻してしまうのではないかと危惧

している。 

・近年、決算は毎年黒字であり、準備金が積みあがっている状況にありな

がら、具体的な還元策が示されていない。保健事業の充実の検討において
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

また、支部間格差が拡大している状況についても、一定の上限を設ける

ことや加入者及び事業者が理解し易く、納得できる保険料率を決定する仕

組みを、早急に整備するよう検討いただきたい。 

 

は、事業主・加入者が納得できるような施策をお願いしたい。また、中長

期的な視点において、国庫補助率 20%への引き上げを今後も強く要請すべ

きである。 

・収支予測において、見通しの厳しさは理解するが、現状を考えると、業

種によっては非常に経営が厳しい状況にあるため、医療費が抑えられれば

保険料率が引き下がるということを、加入者へわかりやすく示すことが大

切と思われる。 

 

（被保険者代表） 

・令和 4年度の都道府県保険料率が引き下げになることに異論はないが、

5年度以降は保険料率が下がることは見込めないのではないか。それであ

れば、引き下げになるタイミングでの広報が大変重要となるため、発信の

仕方に工夫をしていただき、加入者に伝わる形（行動変容が料率に影響す

ること）での広報展開をお願いしたい。 

・次年度以降も準備金が積み上がることが見込まれる中では、一定の上限

を決めて運用することも考えていただきたい。上限を上回ることが見込ま

れる場合は、加入者に対して何らかの還元をするなどしていかないと、加

入者に対して説明がつかなくなるのではないか。 

 

青森 １０．０３％（９．９６％） 

１．意見の要旨 

令和 4 年 1 月 17 日開催された青森支部評議会での審議結果を受け、令

和 4 年度青森支部保険料率が今年度に比べ 0.07％引き上げられ 10.03％

になることについて、やむを得ないと考えます。 

 

 

【評議会の意見】 

令和 4年度の保険料率 10.03％については、致し方ない。一方で安定的な

財政運営を前提に、積み上がっている準備金をどうやって事業主や加入者へ

還元していくかを継続的に検討していただくようお願いしたい。また、医療

費の適正化が重要であることから、インセンティブ制度の評価項目の中核で

ある保健事業をしっかりと取り組んでいただきたい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

２．理由等 

青森支部の保険料率が引き上げとなるのは 3年連続であり、この 3年間

での引き上げ幅は 0.16％で初めて 10％を超えます。依然として脆弱な青

森県の地域経済を考慮したとき、県内の事業主・加入者の皆様のご負担が

増すことは支払い能力の限界に近付いているものと忸怩たる思いがあり

ます。しかし、令和 2年度の 1人当たり医療費がコロナ禍で全国的に大き

く減少している中にあって、当支部の減少割合が極めて低かったことなど

の要因を考慮したとき、現行の制度上はやむを得ないと考えるものです。 

青森県は長年にわたり平均寿命が男女ともに全国ワーストであり、高齢

化も全国上位で進む中、支部としては自治体や関係団体と連携して、県民

や加入者の予防・健康づくりに取り組みしているところです。平均寿命の

全国平均との差は縮小傾向にあるものの、依然としてその差は大きく、長

年にわたり定着している県民の生活習慣の改善や行動変容にはまだまだ

時間を要するものと考え、一層保険者機能の強化に努力していく所存で

す。 

 

３．その他、保険料率に関する意見 

現行の都道府県単位保険料率（インセンティブ反映前）において、最高

保険料率支部と最低保険料率支部の差が今年度の 1.18％から令和 4 年度

には 1.45％に広がる見込みであり、年々その差は拡大傾向にあります。こ

れは現行の法制度上やむを得ないとしても、年齢調整や所得調整だけでは

如何ともしがたい要因があるものと考えます。協会けんぽのような同一の

保険者の中で、各支部の医療費適正化への努力等や地域における医療の受

診動向等が保険料率に反映されることを完全に否定するものではありま

せんが、被用者保険において加入者が居住地を任意で選択することがほぼ

不可能であり、公平性の観点からその差の上限については（少なくとも平

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・結果として令和 2年度の医療費の減少幅が他支部に比べて、低いのであ

れば保険料率が上がるのはやむを得ないと考える。 

・医療費適正化のために事業主や加入者の行動変容を促すことが重要な

テーマであると考える。 

 

（事業主代表） 

・安定的な財政運営のために中長期的な視点で考えることは大事なこと

ではあるが、準備金が積み上がってきていることから、加入者や事業主へ

の何らかの還元について様々な検討・工夫をお願いしたい。 

・平成 29年 12月の運営委員会において、理事長から財政運営を中長期的

視点で考えることについて話があったが、今年の 12 月で 5 年経過し、こ

の間様々な要因で保険制度にも影響が出てきている。世の中の状況の変化

に合わせた形で様々な見直しを検討し、少しでも保険料率が上がらない、

あるいは下がるための努力を続けていただきたい。 

 

（被保険者代表） 

・全国と比較し青森支部は医療費が高いことから、保険料率 10.03％は致

し方ないと考える。 

・インセンティブ制度の認知度を高めていくための取り組みをお願いし

たい。 

 



 

4 
 

支部名 支部長意見 評議会における意見 

均保険料率を上回る部分にキャップ制を設けるなど）制限があってしかる

べきと考えます。最高保険料率支部では平均保険料率をインセンティブ反

映前で 1％上回る寸前であり、ぜひ議論を進めていただきたいと考えるも

のです。 

 

岩手 ９．９１％（９．７４％） 

１．意見の要旨 

岩手支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.74％から

0.17％ポイント引き上げ、9.91％とすることについてやむを得ないと考え

ます。 

 

２．理由等 

協会けんぽの財政構造は、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る赤字構造

が依然として解消されておりません。理事長のご発言にもあったとおり、

2025年問題による高齢者医療への拠出金の更なる増大等が予想される中、

中長期的な視点で安定的な財政運営を見通せる事が重要であると考えま

す。 

 つきましては令和 4年度の平均保険料率を 10%に据え置くとされたご判

断や、結果として岩手支部保険料率が前年度比プラス 0.17%の 9.91%に引

き上げとなる事については、やむを得ないことであるため異論はございま

せん。 

しかしながら、一方で平均保険料率 10％を上回る支部が半数近くあり、

支部間の保険料率格差が拡大し続けている状況や運営委員会、支部評議会

における平均保険料率を引き下げるべきという意見があることなどにも

留意する必要があります。 

法定準備金が積み上がっている状況下において、コロナ禍で苦境にあえ

【評議会の意見】 

保険料率が上がることについて、やむを得ないと考える。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・異論なし。 

 

（事業主代表） 

・異論なし。 

 

（被保険者代表） 

・被保険者数の減少により総報酬が減少していく中、総医療給付費が増え

ていくということであるならば、保険料率の上昇もやむを得ないと考え

る。しかしながら、将来にわたり保険料率が上がり続けるという財政構造

には、不安を禁じ得ない。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

ぐ事業主、加入者への協会けんぽの財政問題に係る説明は、今後ますます

重要となってまいります。 

医療費は各都道府県の医療提供体制や高齢化の進展、医療の高度化等の

影響を強く受けるため、支部、加入者、事業主の自助努力のみでは上昇を

抑えることが非常に困難です。 

公的医療保険制度が相互扶助の上に成り立っていることを踏まえて、支

部間の保険料率格差に対する上限設定や拠出金負担のあり方を含めた公

的医療保険制度の見直し、国庫補助率 16.4％の中長期的な堅持、あるい

は、将来的な 20％への引き上げの必要性について、安定した医療保険制度

を将来に亘り維持していくために、関係各方面への意見発信をより強く行

っていただくこと等を要望いたします。 

当職といたしましては、第 5期保険者機能強化アクションプランに基づ

き、本部との連携強化を図り、更なる保健事業の推進、医療費適正化に係

る取組みを強化し、加入者の利益実現に向けて支部運営を行っていく所存

です。 

 

宮城 １０．１８％（１０．０１％） 

１．意見の要旨 

宮城支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.01％から

0.17ポイント引き上げ、10.18％とすることについて、やむを得ないと思

料します。   

また、変更時期については、4月納付分からとしていただきたいと考え

ます。 

 

２．理由等 

全国平均保険料率が 10％に維持されるなか、令和 4 年度の宮城支部保

【評議会の意見】 

宮城支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 10.01％から

0.17ポイント引き上げ、10.18％とすることについて了承する。 

 

【評議員の個別意見】 

（事業主代表） 

・中小企業の立場からすると保険料率は引き上げないようお願いしたい

が、致し方ないと感じる。 

・医療費を下げるための効果的な取り組みの検討にあたり、医療費が上昇

する要因やこれまでの取組結果を本部と連携し分析の上、他支部の好事例
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

険料率は、インセンティブ（報奨金）制度による引き下げがあったものの、

10.18％と前年度比 0.17ポイントの引き上げとなりました。厳しい経済情

勢の中、「負担の限界」とされる 10.00％を大きく上回る数値で誠に受け入

れがたい状況ですが、当支部加入者一人当たりの医療費は依然として全国

平均を上回っていること等を勘案し、保険料率算定の仕組みの中で出され

た数値としてやむを得ないものと思料します。 

 一方、各支部の状況をみますと、令和 4年度においては当支部を含め多

くの支部が「負担の限界」とされる 10.00％を上回っていることや、支部

保険料率の最大の支部と最小の支部との差が令和 3 年度の 1.18 ポイント

から令和 4年度は 1.49ポイントへと年々拡大していることを危惧します。 

当支部としましても保健事業や医療費適正化を中心に保険者機能を更

に発揮するよう努め、医療費の上昇抑制に努めてまいりますが、今後より

一層本部からの支援を強化していただき、本部・支部が一丸となって上昇

を続ける医療費の分析や対応を個別に取り組んでいく必要があると考え

ます。 

 

も参考にしながら事業を検討すべきではないか。 

 

秋田 １０．２７％（１０．１６％） 

１．意見の要旨 

秋田支部の令和 4年度都道府県単位保険料率を、令和 3年度都道府県保

険料率の 10.16％から 0.11％ポイント引き上げ、10.27％とすることにつ

いて、やむを得ないと考えます。 

 

２．理由等 

令和 4年度の当支部に係る都道府県単位保険料率につきましては、引き

上げとなる見通しとなっておりますが、当支部評議会においては、平均保

険料率 10％維持は妥当としたうえで、高齢化の進む当県の厳しい現状を

【評議会の意見】 

秋田支部の令和 4年度都道府県単位保険料率（見込み）に対する異論はあ

りませんでしたが、年齢調整、所得調整の負担の見直しや、インセンティブ

制度による減算率の拡大についてご意見が出されました。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・インセンティブでの減算や健康寿命が伸びたことを、県とも連携しなが

ら、もっとアピールしていただきたい。平均保険料率の 10％については、

セーフティネットの観点からも安定性を持たせるためにやむを得ない。た
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

踏まえたご意見が出されました。 

 当職といたしましても、当県の厳しい現状を踏まえると、依然として平

均保険料率を超える状況が続くことは大変厳しいものと受け止めており

ます。一方、加入者一人当たり医療費が依然として高い水準にあることも

事実であり、それらを含めて考慮すると、今回示された数値は容認せざる

を得ないものであると考えます。 

 当支部としましては、保険者機能を発揮し加入者一人当たり医療費の上

昇を抑える施策を実施していくとともに、加入者・事業主の皆さまに丁寧

な説明を行いながら、健康保険料負担軽減につながる取組みをより一層推

進してまいります。 

 

だし、法定準備金が積みあがっているため、上限について話し合う場があ

ったほうがいい。また、将来を考えると、年齢調整と所得調整の算定の見

直しも必要となるのではないか。 

 

（事業主代表） 

・制度の安定的な運営のためには、この都道府県単位保険料率でやむを得

ないと考える。また、法定準備金の積立額について、積立額は 1か月分で

妥当なのかという話があるが、どれくらいあれば安定的なのか今後の課題

として取り組むべきだと考える。 

 

（被保険者代表） 

・健康保険制度の在り方という観点からみても、頻繁に保険料率が変わる

ことは不安でありセーフティネットといえるのか。平均保険料率 10％を

維持するという方向で動いてもらいたい。また、インセンティブ制度によ

る減算が貢献しているが、減算される料率の幅が僅少であり、大きく反映

しないことが残念である。 

・秋田支部の都道府県保険料率は、年齢調整や所得調整をしてもこの料率

となることが秋田県の厳しい現実を数字として表しているものと残念に

思う。 

 

山形 ９．９９％（１０．０３％） 

１．意見の要旨 

山形支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.03％から

0.04％ポイント引き下げ、9.99％とすることについて、妥当と考えます。 

 

 

【評議会の意見】 

山形支部健康保険料率が 10.03％から 9.99％に 0.04％引き下げられると

いうことに関して異論はなく、了承された。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

２．理由等 

 山形支部評議会においては、協会けんぽの財政構造は、医療費の伸びが

賃金の伸びを上回る赤字構造が依然として解消されておらず、また、高齢

者医療への拠出金の増加に加えて、新型コロナウイルスの感染拡大による

財政状況への影響が未だ不透明な状況下においては、中長期的に安定した

運営を行うためにも、平均保険料率を 10％に維持する基本方針に異論は

ございませんでした。 

一方で、令和 4 年度の単年度収支均衡保険料率は 9.54％であり、準備

金が法定給付費の約 5ヶ月分にも積み上がっている現状に加えて、令和 4

年度においても、更に準備金残高の増加が想定されております。今後 10

年間のシミュレーションの結果を鑑みれば、中長期的に安定した運営を行

うためには平均保険料率を 10％に設定することには了承するものの、シ

ミュレーションの妥当性について検証を希望する意見がありました。 

 また、インセンティブ制度については、総合第 2位という成績から保険

料率 0.043ポイントの減算につながり、加入者の健康への取り組みが大き

く評価されたことに対し、賛同をいただいたところです。 

これら評議会での意見等を踏まえまして、当職におきましても、平均保

険料率を 10％とし、山形支部の令和 4 年度保険料率を 9.99％とすること

について、妥当と考えます。 

 なお、今後の平均保険料率について議論するにあたっては令和 3年 9月

時点のシミュレーションの結果の整合性について、都度十分な検証を行っ

た上で、平均保険料率 10％維持に関する議論を進める必要があると考え

ます。 

また、協会けんぽの財政構造について広く加入者に周知を行い、平均保

険料率 10％維持の方針に関して加入者の理解を深めるとともに、健康保

険法本則の上限である国庫補助率 20％への引き上げを国に強く要望して

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・令和４年度協会けんぽ 47 支部の健康保険料率の状況を見ると、最も高

い支部は 11％と、大変高い料率となっている。山形支部についてはほぼ

中間位にあるが、山形支部も料率上位に位置しないように今後益々健康増

進事業等を促進させていただきたい。また同時に、シミュレーション結果

を加入者に示して説明し、料率設定に関して理解を深めてもらう努力も必

要ではないか。 

・今回の方針について特に異論はないが、平均保険料率の議論においては

今後 10年間のシミュレーションを前提に、10%を維持してもなお近い将来

に準備金の取り崩しが始まるという結果から中長期的に見て 10％維持で

よいという結論の支部が多かったのだと思われる。したがって、運営委員

会においても意見されているように、今後の平均保険料率の議論について

は、その基礎となるシミュレーションの信頼性、整合性についての検証を

実施していただき、それを示していただきたい。 

 

（事業主代表） 

・インセンティブ制度においても総合第 2 位という好成績で料率減算が

なされるということで、山形支部については今年度よりも 0.04％引き下

げられる結果となり、大変喜ばしいことである。引き続き事業推進をお願

いしたい。 

 

（被保険者代表） 

・シミュレーションをもとに、本部方針に従い平均保険料率 10％維持に

ついては特に異論はない。しかし引下げを希望する支部があったことや、

令和 4 年度収支均衡料率が 9.54％であり、かつ来年度も準備金が積みあ
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

いくことが求められているものと理解しております。 

さらに、今後のインセンティブ制度の在り方については、加入者が負担

軽減等のメリットを直接的に実感できる制度の構築に向けて、本部と支部

が更に連携を深め、議論を重ねていくことが必要であると考えます。 

 

がる想定であるとのことで、今現在汲々とした生活を強いられている加入

者がいる中にあっては平均保険料率引下げという選択肢もあったのでは

ないかという気持ちも生まれる。そのため、今後の議論の際には、積みあ

がった準備金の今後の取り崩すタイミングやその使い方、またあるべき水

準等について基準を示していただきたい。 

・我々納める側からすると、今回の山形支部健康保険料率引き下げについ

ては歓迎すべきものであるが、同時に安心して医療を受けるための安定的

な運営についても希望するものである。したがって、今後支部料率の基礎

となる平均保険料率 10％というものが、果たして妥当なのかどうかにつ

いては更なる議論が必要になっているのだと感じている。 

 

福島 ９．６５％（９．６４％） 

１.意見の要旨 

福島支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率 9.64％から 0.01

ポイント引き上げ、9.65％とすることについて、やむを得ず了承します。 

 

２．理由等 

当支部において健康保険料率の引き上げは実に 10 年ぶりとなり、新型

コロナウイルス感染症による地方経済への深刻な影響が続く中、加入者及

び事業主の皆様に今以上のご負担をお願いすることは、非常に心苦しく誠

に残念と言わざるを得ません。 

しかしながら、協会全体としては今後も健全な財政運営を行うために、

中長期的な視点から平均保険料率 10％を維持しているところであり、当

該平均保険料率に基づく当支部の保険料率が 9.65％となることについて

はやむを得ないと考えます。 

なお、法定準備金が毎年ピーク更新を続けていることを鑑みると、加入

【評議会の意見】 

保険料率 10％維持は妥当、やむを得ない。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・コロナ禍ではあるものの、所得の伸びや全ての団塊の世代が後期高齢者にな

ることを考えると、長期に渡り安定的に運営するためには保険料率 10％を維持

するのは妥当ではないか。 

 

（事業主代表） 

・準備金は右肩上がりで積み上がっており、本来の準備金は 1 か月分であるこ

とや長期化したコロナの経営への影響を考えると、事業者としては準備金の還

元を求めたいところであるが、一方でコロナの状況が見通せない中では、保険

料率 10％を維持し様子見でいかざるを得ないのではないか。 

・保険料率 10％を維持した場合であっても準備金を取り崩さなければならない
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

者の皆様に理解を得られるような法定準備金の在り方、および平均保険料

率の水準について、協会としても更なる検討が必要と考えます。 

 

時が来るとのシミュレーションを見ると、このまま 10％維持も止むを得ないので

はないかと考える。 

 

（被保険者代表） 

・協会けんぽの健全な運営は、加入者にとっても重要であることから、保険料率

10％維持が妥当と考える。 

 

茨城 ９．７７％（９．７４％） 

１．意見の要旨 

茨城支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.74％から

0.03％ポイント引き上げ、9.77％とすることについて、やむを得ないと考

えます。 

 

２．理由等 

協会けんぽの財政状況は、新型コロナ禍の影響で一旦は減少していた医

療費が既にコロナ禍前の水準よりも増大に転じていること、高齢者医療へ

の拠出金が増大していく見込みであることから、支出の拡大は今後も避け

られないと見込まれる一方で、経済の先行きは不透明であり、保険料収入

の見通しも不透明です。そのような状況において、中長期的な視点で安定

した財政運営に努める観点から、平均保険料率を 10％に据え置くことは

妥当であり、その前提のもと、結果的に、茨城支部の令和 4年度保険料率

が 0.03％ポイントの引き上げ、9.77％となることについては、やむを得な

いと考えます。 

 なお、評議会においては、インセンティブ制度をはじめとして保険料率

の仕組みがわかりにくいこと、新型コロナ禍で厳しい経済状況の中で準備

金が大きく積みあがっていることについて、加入者・事業主に丁寧に説明

【評議会の意見】 

茨城支部の令和 4 年度保険料率が 9.77％となることについて、評議会と

して異議なく承認された。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・中長期的な立場から 10％維持しながら、さらに準備金を確保すること

は理解できる。しかし、保険料率については保険者の考えだけでなく、事

業主や被保険者の視点ももっと必要である。厳しい経済状況であれば、例

えば準備金を活用した限定的な保険料の引き下げ等を検討する必要があ

るのではないか。安定的な財政運営は大事だが、コロナ等の緊急事態時に

何もしないのは準備金の意味がない。準備金の活用について慎重かつ丁寧

な議論を重ね、さらに事業主、被保険者の意見も広く聞き、総合的に結論

を出すべきである。また、結果が出たら、そこに至る議論の過程やその結

論に達した理由を、事業主、被保険者にわかりやすく周知することも必要

である。 

 

（被保険者代表） 

・協会けんぽは加入者の医療のセーフティーネットとして、安定的かつ健
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

し、理解を得る必要性を指摘されているところであり、協会けんぽ全体で、

広報をより一層強化する必要があると考えます。また、今後の支出増の見

通しを踏まえ、国庫補助増額についての意見も受けており、国に対して国

庫補助の増額を要望するようお願いします。 

 

全な運営を将来に渡って継続することが求められていること、全国どの地

域においても安心して働く環境が必要であることから、それに伴う財政基

盤を確保するため、平均保険料率 10％維持はやむを得ない。 

コロナ禍で事業所の経営が不透明で、雇用、労働条件の見通しが不安定

である中、労使双方で保険料負担の重さが指摘されている。平均保険料率

10％維持にあたり、被保険者、事業主の納得性を高めるべく、より丁寧な

説明をお願いしたい。 

被保険者、被扶養者の健康増進のため、加入者の意見を反映させながら、

保険者機能の発揮に向けた取組みの強化に努め、今後も平均保険料率10％

を超えないように事業に取組んでほしい。 

準備金残高が積みあがっていることについて、予算精度を検証したうえ

で、単年度収支のしくみや少子高齢化に伴う保険料収入、保険給付費等の

見通しも踏まえて、上限の在り方を検討すべきである。 

・人口構成から被保険者数の減少による収入減、高齢化による後期高齢者

支援金の増加からも財政は厳しくなることが予想される。 

赤字構造が続く中、中長期的な考えから、10％維持が望ましいが、後期

高齢者支援金の在り方も含め、国庫補助金の増額も検討すべきではない

か。 

 

栃木 ９．９０％（９．８７％） 

１．意見の要旨 

栃木支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.87％から

0.03％引き上げ、9.90％とすることについて妥当と考えます。 

 

２．理由等 

新型コロナウイルス感染症の影響によって経済状況が不透明な中、医療

【評議会の意見】 

令和 4 年度栃木支部健康保険料率を令和 4 年 4 月納付分より 9.90％とす

ることについて妥当と考える。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・平均保険料率 10％を維持するために、将来的には、抜本的な制度改革が
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

費の伸びが賃金の伸びを上回るという財政の赤字構造が解消されていな

いことや後期高齢者支援金の大幅な増加が見込まれること、高額な医薬

品・再生医療等製品の薬価収載の可能性もあること等、協会けんぽの今後

の財政状況は楽観を許さない状況にあります。 

このような状況にあって、栃木支部評議会においては、平均保険料率の

10％維持に異論はないとの意見をいただきました。さらに各評議員からは

国庫補助率引き上げの働きかけや高額な医薬品の保険料率への算定方法、

制度改革に言及した意見なども出されました。 

当職としても今後の保険料率のあり方について中長期で考えることを

基本とし、協会けんぽの財政がより厳しくなり、準備金を取り崩さざるを

得ない局面にあっても、事業主、加入者にとって負担の限界である 10％を

可能な限り超えないようにすべきと考えます。そのためにも国庫補助率

20％への引き上げ、持続可能な医療保険制度に向けた実効性のある制度改

革をより一層働きかけていくべきと考えます。また、薬価収載された高額

な医薬品が使用された場合、中小規模の支部単独では保険料率に与える影

響が大きくなるため、その取り扱いについても検討していただくようお願

い申し上げます。 

 

必要であることから、今後は、盲目的に平均保険料率 10％維持に固執す

ることなく、平均保険料率の引き上げや医療費の自己負担割合の引き上げ

なども想定し検討していく必要がある。 

・将来的に人口が減り続け、国民皆保険制度を今よりもっと少ない人で、

維持していくことが必要であることから、平均保険料率 10％は今後も維

持し、準備金を積み上げることが重要である。 

 

（事業主代表） 

・このまま準備金が積み上がり続けると、国庫補助率が引き下げられる懸

念があるのではないか。 

 

（被保険者代表） 

・協会けんぽの財政が赤字構造である中、この先も平均保険料率 10％を

維持するために国庫補助率 20％への引き上げを働きかけてほしい。 

・栃木支部のような中小規模支部においては、薬価収載された高額な医薬

品が使用された場合、保険料率に与える影響が大きい。また、栃木県内に

は、大学病院が多数あり、高額な医薬品を使用される可能性が高い現状に

ある。 

したがって、支部間格差を解消するためにも、各支部の特殊事情を考慮

すべき。 

 

群馬 ９．７３％（９．６６％） 

１．意見の要旨 

群馬支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.66％から

0.07ポイント引き上げ、9.73％とすることについて、やむを得ないと考え

ます。 

【評議会の意見】 

令和 4年度の保険料率を 9.73％へ引き上げることは、やむを得ない。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

２．理由等 

協会財政の赤字構造が解消されていないことや、後期高齢者支援金の大

幅な増加が見込まれるなか、新型コロナウイルス感染症の影響によって経

済状況の先行きは不透明であり、これまでにも増して協会けんぽの財政は

楽観を許さない状況と認識しております。「基本的に中長期的な視点で保

険料率を考えていく」ことが妥当であると考えます。 

一方で、準備金の有効活用については、当支部評議会でも各代表からご

意見をいただき、真摯に耳を傾けるべきテーマであると考えます。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・計算式に基づいて決まった保険料率であれば、やむを得ない。 

・9.73％について異論はない。準備金の有効活用案として、以下のような

データベース構築案が考えられる。協会けんぽ・国保・後期高齢の保険者

を跨いでレセプトデータ、健診データを紐づけできれば、後期高齢者で大

きな病気にかかる人が、現役世代でどういう職種に就いているか、どうい

う健診を受けているか等を追跡することができる。久山町研究のような医

療情報の追跡が大規模でできると思う。また、どういう事業が被保険者の

健康につながるかといった効果検証を行うことで、エビデンスとなるデー

タを研究者に提供できるとよいと思う。 

 

（事業主代表） 

・9.73％はやむを得ない。今後、社員の健康を守ることが大切であるとい

うことを事業主に理解してもらう施策を展開していくことが重要であり、

そのことが保険料率の引き下げにつながっていくものと考える。 

・平均保険料率 10％に固執しなくてもよいと考える。準備金を収支に取

り込んだうえで保険料率を算定することはできないか。できないのであれ

ば、一層の健診費用の補助や健診項目の充実など、準備金の有効活用を検

討いただきたい。 

 

（被保険者代表） 

・保険料率 9.73％に異論はない。しかしながら、新型コロナウイルス感染

症の影響により従業員の収入は減少している。群馬支部においては、保険

料率の引き下げにつながるよう、効果検証をしっかり行いながら今後も事

業を実施していただきたい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

・今回の新型コロナウイルス感染症などの特殊な状況が発生した場合は、

柔軟に保険料率を引き下げることも検討していただきたい。 

 

埼玉 ９．７１％（９．８０％） 

１． 意見の要旨 

埼玉支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.80％から

0.09ポイント引き下げ、9.71％とすることについては、妥当と考えます。 

ただし、準備金残高の中長期的な推移を勘案し、健康増進の取組みを一

層充実するなど、更なる保健事業等への注力をお願い申し上げます。 

 

２．理由等 

令和 4 年度平均保険料率を 10.0％維持することにつきましては、新型

コロナウイルス感染症の影響もあり、経済状況が依然として不透明である

こと、協会けんぽの財政状況が引き続き赤字構造であること、今後、後期

高齢者が急増し、高齢者等への拠出金が増大する見込みであることを勘案

しますと、中長期的に安定的な保険財政を維持していくという観点から

も、妥当なものと考えます。 

したがって、埼玉支部保険料率についても、妥当なものと思料いたしま

す。 

一方で、埼玉支部保険料率についての 0.09 ポイントの引き下げは、令

和 2 年度の医療給付費が当初の想定より少なかったことによる支出の減

少と、全国的な所得格差の縮小による所得調整の減少などの一時的と思わ

れる要因によるものであり、引き下げが必ずしも今後に良い影響を与える

ものではないと考えています。 

今回も平均保険料率は、10.0％で維持していくものの、都道府県保険料

率においては、2年前の収支差の精算による変動が大きく、安定的とは言

【評議会の意見】 

埼玉支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度の 9.80％から 0.09ポイン

ト引き下げて 9.71％とすることについて了承する。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・料率が 9.71％と今回低下した要因は今回限りの特殊な状況であること

と認識しておきたい。 

 

（事業主代表） 

・準備金残高の状況を踏まえ、重症化予防対策の充実など保健事業の充実

に向けた検討が今後行われることは理解したが、医療費があまりかかって

いない健康な加入者にも恩恵が得られるような還元施策の検討もあわせ

てお願いしたい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

い難い状況だと思われます。 

都道府県保険料率の安定化のためにも毎年の収支差の精算を複数年に

分散して実施していくなど、何らかの仕組みの見直しを検討していく必要

があるものと考えます。 

なお、介護保険料率についても同様の意見が支部評議会でありましたこ

とも併せて申し添えます。 

準備金残高が 4兆円を超え、以前から支部評議会の意見でも取り上げら

れていた加入者に対する健康維持・増進の取組みに充てる等の更なる保健

事業の充実策が示されたことについては、加入者に高く評価されると思い

ますが、これらについては、可及的速やかに実行し、健康保険を使う機会

のない健康的な加入者に対しても、公平に恩恵が受けられるような還元施

策も検討していく必要があるものと考えます。 

4千万人を超える加入者への対応や法令等と多くの課題が存在する状況

ではありますが、加入者の健康維持・増進と将来の医療費負担軽減も見据

えた事業への取組みが今後、更に重要であると思われますので、積極的に

進めていただきますようお願い申し上げます。 

 

千葉 ９．７６％（９．７９％） 

１．意見の要旨 

千葉支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.79％から

0.03％ポイント引き下げ、9.76％とすることについて妥当と考えます。 

千葉支部においては、保険料率が引き下げとなるものの、その引き下げ

幅は大きくありません。新型コロナウイルス感染拡大により雇用情勢や賃

金状況は不安定であり、中小企業の経営は予断を許さない状態が続いてい

ることから、準備金残高の増加を勘案して、平均保険料率を 10％から引き

下げることで事業主や加入者の負担をさらに軽減するという考え方もあ

【評議会の意見】 

・平均保険料率 10％を維持はやむを得ない。 

・準備金残高が潤沢である中、加入者へ還元できるような充実した事業の展

開、実施をしていただきたい。 

・インセンティブ制度については、引き続き評価指標や基準の検証、見直し

を行っていただきたい。 

・保険料率の変更時期は令和 4年 4月納付分（3月分）からでよい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

ります。 

しかし、一時的に平均保険料率を 10％から引き下げたとしても、医療費

や後期高齢者支援金の増大などにより、いずれは引き上げなければならな

い状況にあると考えられます。 

このため、協会の財政運営を中長期的に考えるという視点から、平均保

険料率 10％は維持せざるを得ないと思料します。 

なお、インセンティブ制度については、全国の支部を一律に評価するこ

とは地域差などが考慮されず不公平感があるため、引き続き評価指標や基

準の検証を行っていただくようお願い申し上げます。 

また、保険料率の変更時期については 4 月納付分からでよいと考えま

す。 

 

２．理由等 

新型コロナウイルス感染症の影響による医療費や賃金の動向は依然不

透明であり、今後の状況によっては大きく変動することが推測されます。

また、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る赤字構造、後期高齢者支援金の

増大などにより楽観視できない状況の中、協会の財政運営を中長期的に考

えるという視点から平均保険料率は 10％を維持せざるを得ないと思料し

ます。 

当支部においても健康増進や医療費適正化をより一層進めてまいりま

すが、本部におかれましても、国に対し国庫補助の抜本的見直し及び補助

率引き上げなど、弾力的な財政支援の要請を行っていただくようお願い申

し上げます。 

なお、準備金が 5.1か月分も確保されている状況において、保険料引き

下げのために取り崩しができないのであれば、加入者が確実にメリットを

受けられるような施策が必要と考えます。すでに本部において、いくつか

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・準備金残高が潤沢である中、保険料の引き下げのために取り崩しができ

ないのであれば、加入者に還元できるような事業を行っていただきたい。 

例えば特定健診の補助率を上げることで受診率向上に繋げることもで

きるのではないか。 

 

（事業主代表） 

・コロナ禍において、中小企業は社会保険料免除や特別融資を受けて経営

をしているような厳しい状況にある。事業主として、当然、保険料率を引

き下げてほしいという意見は持っている。 

しかし、安定した財政運営をするためには平均保険料率 10％維持がや

むを得ないことも承知している。 

 

（被保険者代表） 

・インセンティブ制度については、千葉支部を含め、被保険者の増加して

いる大規模支部には不利な制度である。地域差もある中、同じ指標で全国

の支部を評価するインセンティブ制度には不公平感があるため、評価指標

や基準の検証、見直しを行っていただきたい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

の事業が検討されていることは承知しておりますが、事業主及び加入者の

目線に立った充実した事業の展開、実施をしていただきたく存じます。 

また、インセンティブ制度につきましては、かねてより評議員から「大

規模支部や加入者が大幅に増加している支部に不利な制度である」とのご

意見をいただいております。これまでも評価指標や基準について検証、見

直しをお願いしてまいりましたが、引き続き検証、見直しを行っていただ

くようお願い申し上げます。 

 

東京 ９．８１％（９．８４％） 

１．意見の要旨 

東京支部の令和 4年度保険料率について、令和 3年度の 9.84％から 0.03

ポイント引き下げ、9.81％とすることについて妥当と考えます。 

 

２．理由等 

東京支部の 1人あたり医療費は全国平均同様に抑えられていること、

令和 2年度の支部の収支差がプラスであること等の理由から、東京支部

の令和 4年度保険料率は、平均保険料率 10.00％以下かつ、令和 3年度

保険料率から引き下げることについて妥当と考えます。 

 なお、次の意見を付帯するので、東京支部として対応していくほか、

本部においても十分検討のうえ対応していただくよう要望いたします。 

・平均保険料率は、可能な限り長期にわたり、負担の限界である

10.00％を超えないよう維持し、安定した財政運営を実現していただき

たい。 

・安定した財政運営の実現に向け、将来に向けた医療費の伸びをどの

ように抑制するかが重要である。事業主、加入者双方からは、平均保

険料率 10.00％が負担の限界であるという声が圧倒的であることか

【評議会の意見】 

令和 4年度の東京支部保険料率について、令和 3年度の 9.84％から 9.81％

とすることについては異論がなく、全会一致で承認された。なお、個別意見

については、前回評議会意見と同様。 

 

【評議員の個別意見】 

※令和 3年 10月 29日開催の支部評議会意見を再掲 

（学識経験者） 

・給与の多い少ないにかかわらず同じ保険料率というのは可哀そうだと

思う。マイナンバーの活用も含め、保険料率を何段階かに分けるのはどう

か。 

 

（事業主代表） 

・中小零細企業にとっては、保険料率を下げてもらう方がよい。 

・準備金残高が法定準備金 5ヶ月相当分積み上がっていることについて、

準備金の考え方を 1度整理し明確にしておかないと、今後、準備金をどこ

まで積み上げるのかという議論が必ず出てくると思う。同様に、「中長期

的な視点に立って」の中長期的とはいったいいつまでなのかということも
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

ら、現在の平均保険料率を維持していくため、今後はこれまで以上

に、本部と支部の連携した取組みが重要であり、医療費の抑制に向け

た支部ごとの課題等を明確にし、その解決に向け、本部と支部が一体

となって取組む必要があると考える。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、引き下げを望む声がある

中で、なぜ令和 4年度平均保険料率は 10.00％維持という結論に至っ

たのか、事業主及び加入者に対し例年よりもさらに丁寧な説明が必要

である。併せて、協会けんぽの取組み、医療保険制度、さらには医療

費適正化を進めていく意味をご理解いただくため、保険料率の仕組み

についても丁寧な広報が必要である。 

 

併せて示していかないと、中小零細企業の経営者・加入者等は納得しない

と思う。 

・一時的に保険料率を下げたとしても、その後上げることを考慮した場

合、平均保険料率は 10％を維持してほしい。 

・基本的には平均保険料率 10％を維持してほしい。変化があると事業主

には辛い。 

 

（被保険者代表） 

・これから新型コロナウイルス感染症拡大に伴う国からの貸付金等の返

済が始まる。平均保険料率は引き下げてほしい。中小零細企業の方々のご

意見を聞いたうえで、平均保険料率 10％をいつまで維持していくのかを

少しずつ明確にした方が、わかりやすくてかつ理解も得られやすいと思

う。 

・顧問先の会社でも保険料負担が大きいという声があがっている。保険料

の納付を猶予されている事業所も多い。一時的であったとしても、事業主

のことを考えると、引き下げるのも 1つの考え方だと思う。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大による非常事態であることを考慮す

ると、単年度限定であっても下げてほしい。 

 

神奈川 ９．８５％（９．９９％） 

１．意見の要旨 

神奈川支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.99％か

ら 0.14％ポイント引き下げ、9.85％とすることについて、妥当と考えま

す。 

 

 

【評議会の意見】 

コロナ禍の中で、令和 2 年度の神奈川支部の保険給付費は全国平均と比較し

て大きく減少している。9．99％から 9．85％への引き下げは、その実績を踏まえた

結果であり、妥当と考える。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

２．理由等 

中長期的な視点からは、全国平均保険料率は 10．0％を維持するべきで

あり、全国平均保険料率 10．0％を所与とした当支部の令和 4年度保険料

率 9．85％への引き下げは、妥当であると思料します。 

当支部の保険料率は、今回、令和 2年度のコロナ禍による加入者の受診

控えによる加入者一人当たり医療費の減少率が全国平均以上であったこ

とを主因として引き下げとなりますが、中期的にみると当支部の加入者一

人当たり医療費の増加率は相対的に高く、保険料率は上昇傾向にありま

す。今年度の医療費の動向に鑑みて令和 5年度保険料率は一転して大幅な

引き上げとなる可能性が高いと思料しています。 

医療費分析の深化などを通じて中期的な医療費の伸びが相対的に高い

要因を究明し、医療費適正化の取り組みをさらに強化し、保険料率の上昇

の抑制に努める所存です。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・神奈川支部の令和 3 年度上期における月次の加入者一人当たり医療費の動

向を勘案すると、通年度で全国平均を上回る可能性が高く、令和 5年度の保険

料率は大幅に上昇する可能性がある。保険料率の大幅な上昇は事業主および

被保険者への影響も大きいため、医療費適正化の取り組みをさらに強化しても

らいたい。 

 

新潟 ９．５１％（９．５０％） 

１．意見の要旨 

新潟支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.50％から

0.01％ポイント引き上げ、9.51％とすることについて、やむを得ないと考

えます。 

 

２．理由等 

平均保険料率 10％維持のうえ計算された新潟支部保険料率 9.51％はや

むを得ないと考えます。 

なお、令和 4年度新潟支部保険料率は全国で一番低い保険料率となりま

すが、評議会では地域医療サービスの差に関して県内でも格差や乖離があ

るのが現状のため、保険料率が低いからといって良いわけではではないと

【評議会の意見】 

9.51％とすることについて、やむを得ないと考えます。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・従来であると、新潟支部健康保険料率は下がる傾向である。しかし、令

和 4年度保険料率については、新型コロナウイルス感染症の影響がある中

で例年と違った動きをしていることを丁寧に説明する必要がある。 

・8年連続全国一低い保険料率は素晴らしい結果だと思う。 

・新潟支部の保険料率が低い理由としては、所得調整と年齢調整も影響し

ている。地域による医療サービスの差に関して、県内でも格差、乖離があ

るのが現状のため、保険料率が低いからといって良いわけではないとも考
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

のご意見もいただいております。 

新潟支部の健康課題を捉えるときに、県面積の広さ、島嶼部を抱えてい

るという地域性の違いや、医師少数県、医師偏在といった医療提供体制の

課題もあります。これらの課題を明確に把握したうえで、健診、保健指導

の受診勧奨、重症化予防（医療機関）の受診勧奨、コラボヘルス（健康宣

言）の推進といった保健事業を更に取り組むことによって地域格差を解消

し、健康保険料率の上昇抑制に努力することが重要であると考えます。 

 

える。 

 

（事業主代表） 

・保険料率の算定について特段異論はない。しかし、介護保険料率と健康

保険料率は、なぜ保険料率の変動に違いがあるのか加入者側からすると分

かりづらいところもある。そのため混乱しないように分かりやすい広報が

必要と考える。 

 

富山 ９．６１％（９．５９％） 

１．意見の要旨 

富山支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.59％から

0.02％ポイント引き上げ、9.61％とすることについて妥当と考えます。 

 

２．理由等 

先般開催した支部評議会では、人口減少や高齢化のほか、新型コロナウ

イルス感染症や政府による社会保障制度の見直し等により、数年後の状況

も見通せないことに鑑み、平均保険料率 10％を維持すべきとの意見を賜

り、結果として令和 4 年度富山支部保険料率を 9.61％に引き上げること

に異論はありませんでした。 

なお、標準報酬月額が徐々に回復基調である一方、医療給付費は前々年

度を大きく上回る状況が続いており、さらに新型コロナウイルス感染症で

は新たな変異株が拡大する等、中長期の財政見通しは極めて不透明です。 

協会として更なる支出の抑制に取り組むことが重要であり、当支部にお

いても、加入者・事業主の健康増進や医療費抑制に向けた行動が一層促進

されるよう、保健事業や医療費適正化の取組等に努めてまいります。 

 

※令和 3年 10月 27日開催の支部評議会意見を再掲 

【評議会の意見】 

・平均保険料率は、可能な限り 10％を維持すべき。 

・保険料率の変更時期については、例年通り 4 月納付分として差し支えな

い。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・収支見通しにおいて、試算の度に赤字になるタイミングが後ろ倒しとな

っており、このような状況が続くのであれば保険料率の引下げの議論もあ

り得るが、新型コロナウイルス感染症の影響などの不確定要素がある中で

は、引き続き注意深く見ていくことが重要。 

・2025 年や 2040 年には人口減少や高齢化が更に進むことが明らかであ

り、10％維持が妥当。 

 

（事業主代表） 

・2025 年という大きな変化の年を控え、新型コロナウイルス感染症や政

府による社会保険制度全体の見直しなど、数年後の状況も見通せない状況
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

においては、現状維持が望ましい。 

 

（被保険者代表） 

・長期的に見れば平均保険料率が 10％を超える見通しが示されており、

令和 4年度保険料率も 10％維持で落ち着くのではないか。 

 

石川 ９．８９％（１０．１１％） 

１．意見の要旨 

石川支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.11％から

0.22％ポイント引き下げ、9.89％とすることについて、妥当と考えます。 

 

２．理由等 

当支部の引き下げ幅が全国最大だったこともあり、引き下げに関し異論

はなかった。 

 

【評議会の意見】 

特になし 

 

福井 ９．９６％（９．９８％） 

１．意見の要旨 

福井支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.98％から

0.02％ポイント引き下げ、9.96％とすることについて、妥当と考えます 

 

２．理由等 

支部評議会において特段の反対意見が無かったことや、協会財政の中長

期的な安定と保険料負担の長期的な安定を考慮し、平均保険料率 10％の

維持及び福井支部の保険料率については妥当と考えます。 

 

【評議会の意見】 

令和 4年度保険料率を 9.96％とすることに異議なし。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・法定準備金を有効活用することについては賛成。医療費だけではなく、

健康に過ごすための予防事業にも保険料が役立っているということを、も

っと理解してもらえるように広報や事業を行ってほしい。 

 

（事業主代表） 

・法定準備金は確かに増えているが、活用すれば当然減少する。たくさん
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

あるから使えばいいというものではなく、あくまでも緊急事態に備えるも

のであることを忘れないでほしい。 

・法定準備金を活用して保健事業を充実させることには、多少違和感があ

る。健康について啓発に取り組むことは非常に良いと思うが、どこまで医

療費抑制に効果があるか疑問。 

・協会の赤字構造は、賃金の伸びが鈍化していることも一因であり、これ

は協会の自助努力ではどうにもならない。制度改正等、国を巻き込んだ議

論が必要。 

 

（被保険者代表） 

・年々積み上がっている法定準備金について、将来的なリスクに備えるだ

けでなく、現在の加入者にもメリットとなるような活用方法を検討してほ

しい。保健事業に注力するなら、その事業がどれくらい医療費抑制に貢献

したのか、費用対効果をしっかり検証していくべき。 

・例年示されている被保険者数や賃金上昇率のシミュレーションは果た

して正しいのか、疑念を持っている。不足が生じないよう慎重にシミュレ

ーションせざるを得ない部分もあると思うが、保険料率の議論をミスリー

ドしていないか懸念される。加入者や事業主に対して納得のいく説明が必

要。 

・保健事業にかかる費用について、健保組合や共済組合等他の保険者と比

較できるデータがあるとよい。 

 

山梨 ９．６６％（９．７９％） 

１．意見の要旨 

山梨支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.79％から

0.13％ポイント引き下げ、9.66％とすることについて、妥当と考えます。 

【評議会の意見】 

令和 4年度山梨支部保険料率 9.66％への変更に対し、特段の意見は無く、

評議員全員から賛同を得ました。 

 



 

23 
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長野 ９．６７％（９．７１％） 

１．意見の要旨 

長野支部の令和 4 年度保険料率を令和 3 年度保険料率の 9.71％から

0.04％ポイント引き下げ、9.67％とすることについて妥当と考えます。 

 

２．理由等 

（1）協会財政と加入者および加入事業所における保険料負担の中長期 

的な安定を考慮すると、将来予想される収支反転に備えるべく平均保 

険料率 10.0％を極力長く維持していくことには合理性がある。 

（2）他保険者への影響力が大きい国内最大規模の保険者として、短期 

的に保険料率を上下させるのは好ましくない。 

（3）以上より、平均保険料率 10.0％を維持したうえで、令和 2年度の 

インセンティブ制度の結果も踏まえ、所定の方法により各支部の適用料 

率を算出することは妥当と考えるので、その結果、当支部料率が令和 3 

年度から 0.04％引き下がることは妥当である。 

 

【評議会の意見】 

平均保険料率 10％を維持し、長野支部の令和 4 年度保険料率を令和 3 年

度保険料率の 9.71％から 0.04％ポイント引き下げ、9.67％とすることにつ

いて妥当と考える。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・支部にとって第 1号保険料率を下げるのが肝要である。そのための事業

にしっかりと取り組んで欲しい。 

・インセンティブ制度の影響について、金額を示すなどしてインパクトの

ある PRに努めて欲しい。 

 

（事業主代表） 

・支部別保険料率に対するインセンティブ制度による加減算の影響は大

きい。今後も上位 3 分の 1 に入るよう戦略的に取り組んでいく必要があ

る。 

 

（被保険者代表） 

・支部別保険料率算出の仕組や実際の状況について、加入者や事業主の行

動が変わるような、分かりやすい PRに努めていただきたい。 

 

岐阜 ９．８２％（９．８３％） 

１．意見の要旨 

岐阜支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.83％から

0.01％ポイント引き下げ、9.82％とすることについて、妥当と考えます。 

 

【評議会の意見】 

令和 4 年度の岐阜支部保険料率が 9.82％となることについては妥当であ

る。 
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２．理由等 

岐阜支部評議会においては異論がなく、加えて前年度比引き下げとなる

ことについて率直に評価する複数の意見があったため。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・保険料率が下がることは加入者にとってとても良いことだと思う。 

・超高齢化に伴う拠出金の増大が今後の協会けんぽ財政、ひいては加入者

負担に及ぼす影響を懸念する。医療費抑制の全体像を考えることが差し迫

った国民的課題である。 

 

（事業主代表） 

・年齢調整、所得調整、地域差、そしてインセンティブ制度を反映された

適切な保険料率と認める。 

・平均保険料率 10％の維持およびインセンティブ加算 0.007％での据え

置きは、現在の経済環境を鑑みれば妥当である。 

 

静岡 ９．７５％（９．７２％） 

１．意見の要旨 

静岡支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.72％から

0.03ポイント引き上げ、9.75％とすることについて、やむを得ないものと

考えます。 

 

２．理由等 

医療費の伸びが賃金の伸びを上回る協会けんぽが抱える財政上の赤字

構造が引き続き解消されないと見込まれることに加え、令和 5年度以降、

高齢者医療の拠出金が当分の間さらに増加していくことが避けられない

現在の状況においては、平均保険料率 10％を負担の限界として維持し続

けることが最も適当であると考えられるため。 

 

【評議会の意見】 

コロナ禍において、事業所、加入者ともに非常に厳しい状況にあるものの、

事務局としても各事業で努力されており、よくやってくれていると感じてい

る。料率引き上げについては、妥当と考える。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・今回は、インセンティブ制度の対象となったが、コロナ禍により数値が

流動的であるほか、他の要因によって、事業展開を適切に行っても数値に

なかなか出ないこともある。インセンティブの保険料率の反映はそのよう

に捉えるべきだと考える。今回提示の保険料率については妥当と思料す

る。 

・高齢化が進み医療費が増大する中で、いつかは保険料率を引き上げなく
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てはいけないことは理解できる。保険料率引き上げを了承する。 

 

（事業主代表） 

・事業所としても、コロナ禍にあり、本当に厳しい状況が続いているが、

事務局が各事業で努力されていることから、その点を評価し料率引き上げ

を了承する。 

 

（被保険者代表） 

・コロナ禍で加入者も大変な人が多いと思う。当社でもシフトの減により

給与が大幅に減少になっている方も大勢いる。制度として安定的な運営の

ために保険料率を引き上げることは了承できる。一方で、大変な加入者の

方の存在があることも片隅に留めていただきたい。 

 

愛知 ９．９３％（９．９１％） 

１．意見の要旨 

愛知支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.91％から

0.02％ポイント引き上げ、9.93％とすることについて、やむを得ないと考

えます。 

 

２．理由等 

当職としましては、可能な限り中長期にわたって協会けんぽの財政の安

定した運営を図るという趣旨のもと、昨今の状況を鑑み、より長く継続的

に保険料率を維持することが必要と思慮いたします。 

 準備金が積み上がる中、当支部の保険料率も 2 年連続で引き上がる一

方、インセンティブ制度について、周知広報に取り組んでいるものの、制

度や趣旨について、250万人の加入者の方々から理解を得、行動変容に繋

【評議会の意見】 

保険料率の引き上げ（9.93％）は妥当 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・インセンティブ制度について、従業員にも働きかける仕組みを考えてほ

しい 

・インセンティブがなかなか反映されにくい大規模支部の事情も理解し

ているので、今後も「何ができるか」ということを考え、引き続き続けて

いってほしい 

・保険料率の地域格差が年々拡大しているため、この格差を解消していく

ことも考えていかなければいけない 
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げていくことは大変難しく、結果、保険料率の引き上げ要因にしかならな

いため、これ以上のインセンティブ原資の拡大については、慎重に検討を

お願いしたい。 

また、保険料率の支部間格差の拡大について評議会から検討、対応の必

要性があるのではないかとの意見が出されており、本部運営委員会におい

ても更なる検討をお願いしたい。 

 

（事業主代表） 

・インセンティブ制度の指標において、効果的な事業に特化して取り組ん

でもらいたい 

・高齢者医療への拠出金や準備金について検討が必要 

 

（被保険者代表） 

・若い世代に保険料率の変化に伴い自己負担も増えていくことへの意識

づけが必要 

・高い保険料を払い続けている都道府県が、制度的に是正される基準項目

ができると良い 

 

三重 ９．９１％（９．８１％） 

当職としては、新型コロナウイルス感染症の影響によって経済状況が不

透明であり、医療給付費が令和 3年度においては、既にコロナ禍前の水準

を上回っていることを勘案すると、保険料率の変更は困難であると考える

ため、令和 4 年度の平均保険料率は 10％を維持し、三重支部保険料率を

9.91％に変更することについて、やむを得ないと考えます。 

一方、医療費の伸びが賃金の伸びを上回るという赤字構造は依然として

解消されていないことや、高齢化の進展にともない高齢者医療拠出金の急

増が見込まれることなど、協会けんぽの財政を取り巻く状況は依然として

厳しく、今後も予断を許さない状況です。このため、財政基盤の強化に向

けて、国庫補助率を上限の 20％に引き上げるよう国へ強く要望していた

だきたい。 

赤字構造を改善するためには、支出を減らすことが重要であります。例

えば、不要不急の時間外受診や休日受診を減らし医療費の抑制を図ること

など、将来的なコスト削減に向けた取組を強化していくことも必要と考え

【評議会の意見】 

・令和 4 年度保険料率について、三重支部評議会としては、平均保険料率

10％を維持し、三重支部保険料率を 9.91％に変更することは妥当との意見

でまとめられた。 

・保険料の変更時期について、特段の異論はなかった。 

 

【評議員の個別意見】 

（令和 3年 10月 28日開催） 

（学識経験者） 

・先行きが見通せず、不安材料が多くある中で、生活基盤である健康保険

は長期的に安定した持続可能な制度であるべき。5年収支見通しに基づく

シミュレーションによると、法定準備金残高は 2～3年後にピークを迎え、

その後、いずれのシミュレーションにおいても漸減していくことを勘案す

ると、安心・安定感を得られる制度とする観点から、平均保険料率 10％を

維持すべき。 
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ます。また、準備金残高が増加している中、健診費用・項目の見直し等に

よる健診受診率の向上等、加入者・事業主に適切に還元される施策を検討

し、取組を進めることが重要と考えます。加えて、地域医療構想調整会議

や医療審議会等の場において、協会における医療データの分析結果から効

果的な意見発信を行うための支援など、更なる本部機能の発揮をお願いし

たい。 

 

・近年の実感として、給与が上がったという感覚があまりなく、赤字によ

り解散した健康保険組合が協会けんぽに移行してくるなど、様々な不安材

料があることを懸念している。 

 

（令和 4年 1月 18日開催） 

（学識経験者） 

・準備金残高が増加していく中、還元策として、今後、更なる保健事業の

充実を検討していくとのことであるが、加入者にしっかりと還元されるよ

うメリハリのある施策をお願いしたい。また、その施策を周知する際には、

加入者にとって分かりやすく、伝わるように発信いただきたい。 

 

滋賀 ９．８３％（９．７８％） 

１．意見の要旨 

滋賀支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.78％から

0.05％ポイント引き上げ、9.83％とすることについて、妥当と考えます。 

 

２．理由等 

平均保険料率を中長期的に考えるという理事長方針に異論はなく、ま

た、協会財政のいわゆる「赤字構造」が解消されているわけでもない現状

があります。それに加え、コロナ禍が協会財政に与える影響が不透明な状

況であることを考えれば、平均保険料率を 10％に維持することが妥当だ

と思慮いたします。 

 また、都道府県単位保険料率を算出する際の諸要素の算定方法も妥当で

あり、令和 4年 4月納付分から変更することに異論はありません。 

 

【評議会の意見】 

・滋賀支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.78％から

0.05％ポイント引き上げ、9.83％とすることを承認する。 

・この変更を令和 4年 4月納付分からとすることを承認する。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・制度を安定的に運営するために準備金はあった方が良いというのは確

かなことだが、負担する側がいるのでとにかく沢山あればいいというもの

でもない。そういったバランスをしっかり考えてほしい。 

 

（事業主代表） 

・法定準備金１か月についての議論は、例えば法律改正を働きかけること

まで見据える必要もあるだろう。その場合は何か月分必要なのかといった

具体的な議論にもなってくるので、本部では通年ベースで検討してほし
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

い。 

 

京都 ９．９５％（１０．０６％） 

１．意見の要旨 

京都支部の令和 4 年度保険料率を令和 3 年度より 0.11％引き下げ、

9.95％とすることは、現行の仕組みの中で算定された保険料率であること

から、妥当と考えます。 

しかしながら、新型コロナ感染症の拡大が不透明な中、平均保険料率の

維持に向けての具体的な対策や事業の工夫・成果が加入者の目に見えるも

のにするように強く要望されていることを申し添えます。 

 

２．理由等 

評議会意見は、料率の引き下げを妥当とする意見で一致した。 

 しかしながら、支部間の料率格差の大きさや準備金の取り崩しに対する

定めには疑問が呈された。 

令和 2 年度は全支部において対前年より一人当たり医療費が下回ると

いう特異な環境となったが、一人当たり医療費が引き下がった中でも 29

支部が料率引き上げとなり、その理解において加入者自らの受療行動・意

識とは隔たりがあり、加入者・事業主の納得は得られにくいと考えます。 

平均保険料率の維持を議論の前提としつつも、今一度地域差にフォーカ

スし、保険者努力による医療費の地域差縮小に向けた効果のある具体的な

施策を明らかにする必要があると考えます。 

 

【評議会の意見】 

京都支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度の 10.06％から 0.11％引き

下げ、9.95％とすることに関して異論はなく全会一致で了承された。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・京都支部は平均より低い保険料率となるが、都道府県ごとの差の大きさ

に驚いている。保険料率が下がるよう事業に取り組んでいただきたい。 

 

（事業主代表） 

・準備金が積み上がる中での加入者への還元策として、保健事業の充実に

向けて予算をつけることは評価したい。 

 

（被保険者代表） 

・中長期な見通しの中で、平均保険料率 10％維持はやむを得ないと判断

しているものであり、10％を超えることとならないよう、今の段階から努

力や工夫をいただくよう重ねてお願いする。 

・一方的に決められる拠出金の額が大きい中で、単年度収支が赤字になら

ないと積みあがった準備金を使えないのはいかがなものかと感じている。

準備金の取り崩しに関する仕組みについては引き続き意見発信をしてい

ただきたい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

大阪 １０．２２％（１０．２９％） 

１．意見の要旨 

大阪支部の令和 4 年度保険料率を令和 3 年度保険料率 10.29％から

0.07％引き下げ、10.22％とすることについて承知いたします。 

 

２．理由等 

中長期的視点での、財政運営を勘案し、運営委員会での議論の集約に於

けるプロセスの中で平均保険料率の 10％維持が決定し、それを前提とす

る都道府県単位の保険料率決定であり、その決定方式に異論はなく、又、

大阪支部評議会で集約された意見も合わせ、大阪支部の料率が示されたも

のと理解します。 

 

３．その他 

①大阪支部の保険料率に関して、事業主・被保険者様へ、丁寧かつ分か 

りやすい広報や説明を行います。 

②個別の意見として、国民皆保険を維持し、保険者の役割期待を発揮し 

ていくための、都道府県別保険料率の決定方式について、再考見直しを要 

請します。 

具体的には地域調整（所得・年齢調整）の在り方に関して、現行制度が   

できてから一定の期間が経過し、年々都道府県別の社会環境や協会けんぽ

に加入する事業主や加入者の変動がある状況で、その地域調整差が都道府

県別保険料率の決定に大きな影響を与えてくることは確実であり、地域調

整差が拡大することは、協会けんぽの存続を妨げる要因になるのではと危

惧いたします。 

財政面での長期的シミュレーションの前提である平均保険料率の 10％

維持とともに、平均保険料率 10％を維持するための都道府県別保険料率

【評議会の意見】 

大阪支部保険料率 10.22％について、特段異議なし。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・10％維持はやむを得ないと考えるが、準備金については今後も積みあが

っていくと見込まれ、収支見通しのシミュレーション自体の信頼性、整合

性については、確認が必要。実績値との乖離を確認することによって、今

後のシミュレーションの精度も上がっていくと思うので、検討いただきた

い。 

・多少の変動、増減があっても大きな支障はない。10％維持で妥当と考え

る。 

 

（事業主代表） 

・10％維持については理解するが、地域差による都市部の負担率が大き

く、地方が小さいというのは大きな問題を含んでいると考えるが、実際に

使った医療費だけで算出すれば、高齢化、低所得化の進む地方の負担感が

大きく、致し方ないと納得している部分はある。 

 

（被保険者代表） 

・平均保険料率 10％維持はやむを得ないが、新型コロナウイルス感染症

の影響は今後も大きいと思うので、短期的にでも、常に試算のやり直しが

必要と考える。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

のあるべき姿の検討も必要かと思料します。 

 

兵庫 １０．１３％（１０．２４％） 

１．意見の要旨 

兵庫支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 10.24％か

ら 0.11％引き下げ、10.13％とすることについて、今後の財政運営への課

題は認識しつつも、平均保険料率の維持はやむを得ず、妥当と考える。 

 

２．理由等 

協会けんぽの財政は、今後も赤字構造が継続する可能性があることに加

え、今後さらに高齢化が進み医療費や高齢者医療制度への拠出金が増大す

ることが想定されるため、平均保険料率を中長期的な視点に立ち設定する

必要性は十分に理解している。しかしながら、都道府県単位保険料率を算

出するうえで、事業主や加入者からの理解を得られない仕組みについて

は、見直す必要性がある。 

まず、従来より平均保険料率 10％が負担の限界であると訴えて維持し

てきたものの、地域差は年々拡大傾向にあり、令和 4年度においては最高

支部と最低支部の暫定値の料率差は 1.49％と、過去最大に拡大している。

この格差には、地域の医療提供体制等、支部の努力で埋められない要因が

含まれており、この現状は底上げを図るという本来の趣旨にも反してきて

いる。今後は、格差拡大への具体的な対応策を検討すべきではないか。 

次に、インセンティブ制度の財源については、保険料率への上乗せは負

担感が強く、予算化して対応すべきである。準備金が大きく積み上がって

いる現在、0.01％分の財源（約 100億円）は十分に賄うことが可能である。 

また、準備金の使い道について、保健事業の拡充という方向性が示され

たことは前進だとしつつも、実施時期が令和 6年度以降ではスピード感に

【評議会の意見】 

兵庫支部は今回引き下げとなるため、都道府県単位保険料率の変更自体に

異論は出なかった。しかし、今後の準備金の使い道や、支出の構造に関する

抜本的な見直しについて、改善を求める意見が出された。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・医療費や精算部分による保険料率の増減は、医療費の抑制の構図に繋が

り、インセンティブ制度と酷似しているのではないか。 

 

（事業主代表） 

・インセンティブ制度について、やはり 0.007%となると財源が小さい。準

備金をインセンティブ制度の財源としてもよいのではないか。 

・後期高齢者への拠出金の削減について、税金で賄う部分の検討等、全保

険者や政府も入るような議論がベースにないと、協会けんぽ単体での対応

は厳しい。 

・保険料率について、引き上げを続けるのは不可能な話で、今の仕組みの

ままでは破綻する。準備金に余裕がある今のうちに、仕組みや構造、あり

方の根本的な変革が必要である。 

 

（被保険者代表） 

・保険料率における年齢調整の説明もあったが、今後少子高齢化進んでい

くことになる。根本的には健康保険は助け合いの制度であり、人口構造の

変化等の将来も見据えて柔軟に検討していくべき。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

欠けるという意見が評議会で出された。効果検証が必要な事業もあり、保

険者機能強化アクションプランの区切りに拘らず、早期に事業を開始すべ

きと考える。 

全国一律から都道府県単位の料率に移行し、激変緩和措置が終了した現

在、中長期的な視点に立つことも重要であるが、支部間の格差拡大につい

ての改善、また、インセンティブ制度の財源の見直しや保健事業の拡充の

早期着手について、検討を行っていただきたい。 

併せて、協会けんぽの財政健全化に向け、国庫補助率 20％への引き上

げ、さらには、拠出金負担を含めた公的医療保険制度の抜本的な見直し等、

国に対しての働きかけを切にお願いする。 

 

・平均保険料率 10％維持について異論はないが、景気や賃金の上下の傾

向、被保険者数の減少等、様々な動向を考慮できるような仕組み作りが課

題だと感じる。 

・中長期的に考えて、安易に引き下げが難しいのは承知しているが、やは

り準備金の積み上げについてはルールを決めておくことが必要ではない

か。 

・今回受診控えが引き下げ要因となったこと、ただし受診を控えることで

大病の早期発見に至らないのは本末転倒であるといったことは、加入者に

広く周知していく必要がある。 

 

奈良 ９．９６％（１０．００％） 

１．意見の要旨 

奈良支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.00％から

0.04％引き下げ、9.96％とすることについて、妥当と考えます。 

 

２．理由等 

この度の引き下げの要因としては、特に医療給付費の伸びが抑制された

こと、令和 2 年度決算の精算分のほか、インセンティブ制度による減算

が、今回の引き下げの要因と考えており、ひとえに加入者・事業主の皆様

のご努力の結果であると受け止めております。 

 また、今回の引き下げにより全国平均である 10.00％を下回りますが、

「ここを新たなスタートラインとして、支部の重点課題であるジェネリッ

ク医薬品の普及促進などによる医療費適正化や健診受診率向上を推進す

ることにより、さらなる保険料の引き下げとなるように努めていきたい。」

と評議会で説明いたしました。 

【評議会の意見】 

奈良支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 10.00％から

0.04％引き下げ、9.96％とすることについて、妥当と考える。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・コロナが収まったときに医療費の増加によって保険料率が大きく上が

ることがないように対策を考えておくべき。 

・法律では準備金は 1カ月分だが、6か月分近く積みあがっていることは

妥当なのか。準備金が 3か月程度に減った段階で総合的に見直す仕組みが

必要ではないか。 

 

（事業主代表） 

・10％を切っていることはよいこと。ジェネリック医薬品使用割合を高め

て、さらに保険料率が下がるように努力してほしい。 
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評議会の賛同も得られましたので、今回の保険料率変更について、

0.04％の引き下げは妥当であると考えます。引き続き、加入者・事業主の

皆様の利益に資するため、今後も最大限努力してまいります。 

 

（被保険者代表） 

・平均保険料率 10％の中で、9.96％に下がることはありがたいこと。 

 

和歌山 １０．１８％（１０．１１％） 

１． 意見の要旨 

和歌山支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 10.11％

から 0.07％ポイント引き上げ、10.18％とすることについて、やむを得な

いと考えます。 

 

２．理由等 

新型コロナウイルス感染症の影響による医療費や賃金の動向が不透明

であるうえ協会財政の赤字構造が解消されない中、財政運営を中長期的な

考えを基本とする必要があるという視点より安定した医療保険制度運営

のためには平均保険料率を 10％に維持することはやむを得ないと考える。  

しかしながら、和歌山支部の保険料率は、平均保険料率を超えており、

加入者、事業主の負担を考えれば、少しでも保険料率を下げることが望ま

れる中、当支部の次年度の保険料率が+0.07％の大幅な引き上げとなって

いる状況については、上昇した要因を加入者に丁寧に説明していく必要が

あると考える。  

支部評議会においてもコロナウイルスの影響や今後の財政の見通しに

より平均保険料率を 10％に維持することはやむを得ないとのご意見をい

ただいているとともに、今後準備金が枯渇するというシミュレーションが

示されている状況の中、今のうちに国庫補助率の引き上げを実現するた

め、国に対して強く働きかけていくべきとのご意見もいただいており、当

職としても同意見である。  

【評議会の意見】 

保険料率 10%維持という意見が多数だったが、一部の評議員からは保険料

率を下げるべきという意見も出された。また、早期に国庫負担の引き上げを

希望する意見が多かった。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者）  

・10%維持はやむを得ないが、和歌山支部では保険料率が上昇しており、

加入者・事業主への説明が必要。  

・支部間で保険料率の格差が拡大しており、料率の高い支部がやる気をな

くさないようインセンティブ制度の見直し、国庫負担の見直しが必要。  

・事業所の担当者の中には、新型コロナウイルス等の影響から保険料率が

上がるのも仕方ないという声もある。  

 

（事業主代表）  

・準備金残高の増加は加入者・事業主の理解を得られないため、保険料

率を引き下げるべき。  

・法定準備金の還元、残高の見直しを検討して欲しい。  

・国庫負担を早期に上限の 20%に引き上げるべき。  

  

（被保険者代表）  

・保険料率の大幅な変動は望まないため 10%維持はやむを得ない。  
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また、医療費の伸びが賃金の伸びを上回る赤字構造が解消されない限

り、財政の不安定化は続くため公的医療保険制度の抜本的見直しに関する

国への要望を強化していただきたい。  

 

・支部の保険料率が 0.07%増加するのは影響が大きい。  

鳥取 ９．９４％（９．９７％） 

１．意見の要旨 

鳥取支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.97％から  

0.03％引き下げ、9.94％とすることについて妥当と考えます。 

 

２．理由等 

令和 4年度の保険料率を検討するうえで基礎となる医療給付費・平均標

準報酬月額等の状況をみると、ともにコロナ前の動向に戻りつつあるが、

新型コロナウイルス オミクロン株の影響など先行き懸念される部分も依

然大きい。 

 そのため、加入者および加入事業所を取り巻く環境は、来年度も厳しい

状況が続くと予想されるが、今後の協会けんぽの財政を取り巻く情勢など

を勘案し、保険料率 10％が負担できる上限であり、これを中長期的に安定

して維持していくという観点から平均保険料率 10％を維持することとし、

その基準によって算出された鳥取支部保険料率を妥当と考えるものであ

る。 

 一方で、保険料率は維持するものの、加入者及び加入事業所の実質的な

負担額の軽減を図るため、生活習慣病予防健診や特定健診の補助額引き上

げなどの施策を、早期に実施することを望む。 

 

 

 

【評議会の意見】 

特段の意見なし 
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島根 １０．３５％（１０．０３％） 

１．意見の要旨 

島根支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.03％から

0.32％ポイント引き上げ、10.35％とすることについて、保険料率をより

引き下げるべきと考えます。 

 

２．理由等 

当協会からの加入者や事業主への説明では「各都道府県の保険料率は、

都道府県ごとの医療費水準に基づいて算出されるため、その都道府県の医

療費の上昇を抑えることができれば、保険料率の伸びを抑えることができ

る仕組み」と説明しているが、コロナの影響とはいえ協会発足以来初めて

医療給付費が減少したにもかかわらず、将来の不安に備えるという理由か

ら全国の平均保険料率 10％が維持されている。 

 今回は医療費の減少要因がコロナではあるが、保険料率設定の考え方並

びに支部保険料率算定の仕組みが変わらない限り、たとえ加入者や事業主

の努力によって医療費が減少した場合でも減少率の相対評価により保険

料率の伸びを抑えることは極めて困難で、加入者や事業主の理解を得るこ

とは難しい。 

現に他県にくらべ医療費の減少率の低い当支部の保険料率は大幅に引

き上げられ過去最高となった。 

 

 支部間の保険料率の差も年々拡大し令和４年度は最大 1.49 ポイントと

なっている。保険料率の支部間格差の是正を謳っているものの現行のまま

では是正に現実味がないばかりか、仮に保険料率の高い地域の保険料率の

引き下げが実現した場合でも、相対評価によってどこかの地域が引き上げ

になり全体として平均保険料率を維持するだけである。また、努力によっ

【評議会の意見】 

・島根支部保険料率が 0.32%引き上げられることについて、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、加入者や事業主の経済的負担が大きいため、引き

下げを要望する。 

・法定準備金の取り崩しができないのであれば、何らかの方法で還元すべき

である。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・準備金の加入者への還元はもっともである。努力して積み上げたものが

使えないことは納得性に欠ける。 

・島根県はコロナ感染症の予防対策をしっかりと取り組み医療への影響

を頑張って抑えた。その結果、医療費の減少が少なかったことを理由に保

険料率が上がることに理解できない。数年間を平準化して保険料率が下が

るのであれば理解できる。 

・令和４年度収支見込によると、今年度よりも収支ともに減少するが、支

出の減少幅が大きく準備金はさらに積み上がるとされており、保険料率の

引き上げには疑問が残る。 

 

（事業主代表） 

・準備金の当期末処理損失のてん補に充てる以外の活用には、省令改正が

必要ということであれば、雁字搦めで議論する意味がない。 

・島根県においては、最低賃金が大幅に引き上げられ、従業員の給料が上

がる中、保険料率の引き上げは、地方の企業にとっては、大きな負担増と

なり厳しい。 

・法治国家の根源は国民に不利益があれば、改正するものである。準備金
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

て恩恵を受けるはずのインセンティブ制度も、原資が内部の持ち出しのた

め全支部が改善したとしても相対評価により改善率の低い支部は実質保

険料率の上昇となる。 

 

 全国一律の保険料率を強く希望するが、支部単位で保険料を設定するの

であれば、各支部の医療費の増減や健康への取り組み実績と保険料率を連

動させ、前年度より改善されれば引き下げ、悪化すれば引き上げるといっ

たシンプルで加入者の努力が報われる制度が理解しやすく納得できると

考える。 

 

 この度、準備金の取り扱いについて、従来の説明にはない「全国健康保

険協会の財務及び会計に関する省令」で「準備金は、当期未処理損失のて

ん補に充てる場合を除いては、取り崩してはならない」と謳われているこ

とが示された。これまで積み上がった法定の 5倍を超える準備金を取り崩

し加入者の健康増進等に使用する議論の余地はなくなり、自分たちの保険

料を今の自分たちのために使えない状況が明らかになった。法定を超える

部分の準備金が協会の裁量で使用できるよう省令の改正を求めることも

評議会の強い要望である。 

平均保険料率が単年度均衡保険料率を大きく上回り、将来の不安を理由

に際限なく準備金が積み上げられている現状は、厳しい状況の中で保険料

を納めている事業主・被保険者にとって素直に納得できないものである。 

現状優先すべきは未確定な将来の不安への備えよりも、今このコロナ禍

で起きている事業主・被保険者の現実の苦境に手を差し伸べることであ

り、保険料を納めている事業主・被保険者のために柔軟に使えない準備金

への積み上げよりも保険料率をより引き下げることが必要であると考え

る。 

は加入者や事業主のこれまでの努力によって積み上がったもので、還元す

るのは当たり前である。そのために省令改正が必要であれば国への働きか

けをしていただきたい。これを訴えるために評議員がいると思っている。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

岡山 １０．２５％（１０．１８％） 

１．意見の要旨 

岡山支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.18％から

0.07％引き上げ、10.25％とすることについて、やむを得ないと考えます。 

 

２．理由等 

実質賃金は上がらず物価は上昇しており、労働者の負担がますます厳し

くなっている状況において、法定準備金を大きく上回る準備金残高を保有

しながら、各支部保険料率が前年度から引き上げされる支部が多数あると

いうことについては、加入者、事業主の皆様には理解しがたいことではな

いかと考えます。 

コロナ禍で中小企業の経営が悪化している状況が、すぐには回復するこ

とが困難であると考えられることから、これ以上の健康保険料率の引き上

げは中小企業の経営者や従業員にとって大変厳しいことであることは疑

う余地はありません。 

現在のような未曽有の状況下では、地域の実情が大きく作用した医療費

を含む都道府県支部別の収支差について、何らかの調整をご検討いただき

たいと考えます。また、都道府県支部の保険料が 11.00％～9.51％とその

開きが大きくなりすぎていることについて、要因の検証と対策のご検討を

いただきたいと考えます。 

併せて、引き続き、国庫補助率 20％への引き上げや、高齢者医療への拠

出金の費用負担の制度見直し等について、国への要望を行っていただくよ

うお願いいたします。 

以上、ご検討をお願いし、令和 4年度の料率決定までには、その検討結

果の策定・実施が困難であろうという結論の下で、令和 4 年度保険料率

0.07％引き上げを受入れたいと思います。 

【評議会の意見】 

保険料率変更については引き下げが一番であるがやむを得ない 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・保険料率減算要因となるインセンティブ制度の順位が思わしくなかっ

た理由を精査し翌年度に活かしてほしい。 

 

（被保険者代表） 

・岡山県内では、昨年のコロナ禍より実質賃金が上がっておらず厳しい状

況であり、被保険者からすれば今、保険料を引き下げてほしいところ。中

長期的な視点でというのも理解するが、短期的な視点も考えてほしい。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

 岡山支部といたしましても、評議会で頂戴しました意見を踏まえ、イ

ンセンティブ制度の取り組みの強化、医療費適正化の強化等、各事業に取

り組んでまいる所存です。 

 

 

広島 １０．０９％（１０．０４％） 

１．意見の要旨 

広島支部の令和 4 年度保険料率を令和 3 年度保険料率の 10.04％から

0.05ポイント引き上げ、10.09％とすることについて、止むを得ないと考

えます。 

 

２．理由等 

医療費の伸びが賃金の伸びを上回る財政の赤字構造が続いていること

や、新型コロナウイルスの感染拡大等により将来の見通しが極めて不透明

な経済情勢もあり、平均保険料率の 10％維持を前提に算出された広島支

部の保険料率に異論はありません。 

 

但し、評議会では、保険料率が上がる一方で、準備金が積み上がること

については、丁寧に説明する必要があると意見が出ております。広島支部

としては、今後も単に準備金の積み増しを行うのではなく、単年度予算の

中で保険者機能強化予算等として保健事業を推進強化する予算を増額、重

点的に配分の上、健康経営を通じた加入者の健康度の向上に資する事業を

積極的に展開することが必要であると考えます。加えて、インセンティブ

制度を始め制度周知の不十分さが指摘されており、健康経営や健診の重要

性等、本部・支部一体となって広報・ＰＲを強化すべきと考えます。これ

らの取組により医療費適正化と将来的な保険料率の上昇抑制の道筋を構

【評議会の意見】 

広島支部の保険料率を 10.09％に引き上げることについては、現行の制度

下では致し方ないと考える。保険料率が上がる一方で、準備金が積み上がる

ことについては、丁寧に説明する必要がある。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・保険料率について、健康保険料率が引き上がり、介護保険料率は引き下

がることとなり、年齢によって保険料率が上がる被保険者、下がる被保険

者がいるため、事業所に対して理解しやすい広報が必要ではないか。 

また、保険料率が上がる一方で、準備金については増え続けているが、

何を想定して積み上がっているのか、何を基準にして積み立てているか、

具体的に説明していく時期にきているのではないか。 
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築すべきと考えております。 

 

山口 １０．１５％（１０．２２％） 

１．意見の要旨 

山口支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.22％から

0.07％ポイント引き下げ 10.15％とすることについて、妥当と考えます。 

 

２．理由等 

令和 2 年度医療給付費等の清算分に加えインセンティブ制度による減

算効果もあり、来年度山口支部保険料率について 10.15％で欠席評議員を

含めて全評議員の同意を得ている。 

 尚、前回評議会及びそれを受けた運営委員会における各評議員、各運営

委員の発言のとおり平均保険料率については消極的賛成と理解しており、

不確実な要因の多いシミュレーションによる中長期的な観点では十分な

納得は得られない。今後、更なる高齢者医療制度やインセティブ制度の周

知、被保険者や被扶養者の健康増進により有益な事業展開の取り組みが必

要と考える。 

 

【評議会の意見】 

山口支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 10.22％から

0.07％ポイント引き下げ、10.15％とすることについて承認する。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・山口支部の保険料率が 10.15％になり前年度よりも 0.07％下がった事

はよかった。今後も医療費適正化をすすめ、健康に対する関心を高めてい

くようにすることが大切ではないか。 

・令和 4年度保険料率 10.15％に同意する。結果として山口支部の保険料

率が下がった事はいいことだ。ただ準備金については健康増進に有益な事

業への投資を検討してほしい。 

・令和 4年度保険料率については 10.15％で問題ない。来年度も山口支部

の保険料率が下げられるように、医療費適正化、インセンティブ制度の周

知や健康意識の改善に具体的にどう取り組むかが必要になる。 

 

（事業主代表） 

・準備金が積みあがっている現状をみても事業主からすると少しでも保

険料率を下げて頂きたいと思うが、前回の意見と同様で 10％維持で致し

方ないと思う。 

・保険料率について異議はない。コロナが収まった時に、準備金の状況、

経済情勢を勘案して引き下げの議論も行ってほしい。 
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（被保険者代表） 

・保険料率を長期的に考えると、保険料率を一旦下げた時に再度引き上げ

るのが 1 番ネックになると思うので 10％維持が一番理想的だと思う。山

口支部の保険料率を含めて異論はない。 

・山口支部の保険料率が下がるのは好ましいと思う。平均保険料率につい

ても 10％維持で問題ありません。 

 

徳島 １０．４３％（１０．２９％） 

１． 意見の要旨 

・徳島支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.29％から

0.14ポイント引き上げ 10.43％とすることについて、新型コロナウイルス

の度重なる感染拡大により現在も厳しい経営を続けている県内の中小企

業の現状を勘案すれば受け入れ難い。令和 4年度保険料率に関しては、何

らかの緩和措置を講じていただきたい。 

・保険料率の変更時期については、令和 4年 4月納付分（3月分）からで

異論はありません。 

 

２． 理由等 

評議会では中長期的視点から平均保険料率 10％維持はやむを得ないと

いう意見が大勢を占めた一方、徳島支部令和 4 年度保険料率が対前年度

0.14％上がることについては、コロナ禍の中、厳しい経営が続いている県

内の事業者のことを考慮すれば、受け入れがたいとの意見が多数ある。 

当職としても協会けんぽの財政基盤は赤字構造であり、医療の高度化や

令和 7（2025）年度以降、後期高齢者支援金が増えていくことを考えれば

楽観視できる状況ではなく、中長期的に捉え、できる限り平均保険料率

10％を維持していくという基本的なスタンスは変えようがないと理解し

【評議会の意見】 

・平均保険料率 10％維持はやむを得ないという意見が多数であったが、支

部保険料率の引き上げは厳しい、との意見があった。 

・保険料率変更の時期は、4月納付分（3月分）からでよい。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・平均保険料率 10％維持は仕方がないと考える。だが、目指すべき姿とし

て「継続性」と「公平性」が求められる。今後、高齢化がより進んでいく

中で、数年後には現役世代の減少が想定される。現役世代が現在負担して

いる 10％が、10年後に 15％にならないよう、今のうちに 10％を超えるこ

とを前提に、これからの保険料の在り方を検討してはどうか。 

・見通しを聞く限り、支部保険料率の引き上げも仕方ないと考える。ただ、

コロナの影響も厳しく、中長期の見通しの中で今が引き上げるタイミング

かと疑問が残る。 

・徳島支部の保険料率が引き上げになることについて、具体的な緩和策を

支部長意見として出すべきではないか。 
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ている。 

しかし、平均保険料率 10％をすでに 0.29％上回っている徳島支部とし

ては、令和 2年度一人当たり医療費が対前年度減少しているにも拘わらず

保険料率が大幅に上がることについて、事業主、加入者の納得が得られに

くいと思っている。 

現行の保険料率算出基準に基づき算出された結果ではあるものの、「医

療費が減少しているのに保険料率が何故上がるの」という加入者・事業主

の率直な疑問に対し、徳島支部の医療費は全国平均と比較して減少幅が小

さく、一人当たり医療費で、全国平均との差額が拡がったため保険料率が

上がることになるという説明では納得していただけないと考える。全国的

に医療費が減少している中で、各支部の令和 4年度保険料率がどのように

遷移するのか、保険料率が上がる支部の分布状況、引き上げ幅がどうなの

かも踏まえ、緩和措置を検討していただくよう強く要望する。 

また、同一保険者でありながら、保険料率が最低の支部と、最高の支部

との格差は更に拡大しており、もはや限界を超えていると思料する。当支

部も同様であるが、支部独自の努力だけでは如何ともし難い現実がある。

今後の都道府県単位保険料率の在り方についても早急に検討していただ

きたい。 

 

（事業主代表） 

・見通しでは、先行き厳しい状況にあると理解できる。日銀短観などで楽

観的な見通しもあるが、それは一部の大企業の状況と思う。中小は厳しく、

伸びる見込みは低いことを理解していただきたい。こうした中、どう事業

運営していくのか、事業主サイドとしては、支部保険料率の引き上げは厳

しいと考える。こうした時こそ、準備金の活用ができないか考えていただ

きたい。全体として社会保険料など負担増にならないよう、インセンティ

ブも併せて検討していただきたい。 

・今が支部保険料率を上げる時期なのか？事業主として負担増が厳しい。

コロナに関する融資制度もこれからなくなると考えると引き上げは厳し

いと考える。 

 

（被保険者代表） 

・見通しでは保険料率 10％は維持せざるを得ないかと思うが、医療費が

下がっているにも関わらず保険料が上がっているのは被保険者としては

納得できかねる部分もある。また、加入者への説明が難しいと考える。 

・現在の保険料率の算定方法が、極めて分かりづらい。この分かりにくい

内容を、支部から “わかりやすく”発信してほしい。それを繰り返すこ

とで、加入者・事業主は保険料率・医療費に目が向けることができる。 

 

香川 １０．３４％（１０．２８％） 

１．意見の要旨 

香川支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.28％から

0.06％ポイント引き上げ、10.34％とすることについて、妥当と考えます。 

 

 

【評議会の意見】 

平均保険料率を 10％に維持すること、香川支部の状況を鑑み香川支部の

令和 4年度保険料率を 10.34％とすること及び変更時期を令和 4年 4月納付

分（3月分）からとすることについて、異議なし。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

２．理由等 

中長期的な視点を踏まえるとともに、3年目となる新型コロナウイルス

感染症の影響を鑑み、平均保険料率 10％維持で異論はありません。 

 また、香川支部評議会においても、10％維持は妥当との意見をいただい

ておりますことを申し添えます。 

 なお、保険料率の変更時期についても、令和 4年 4月納付分（3月分）

からで異論はありません。 

 

愛媛 １０．２６％（１０．２２％） 

１．意見の要旨 

愛媛支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.22％から

0.04％ポイント引き上げ 10.26％とすることについてやむを得ないと考え

ます。 

 

２．理由等 

県内の中小零細企業の厳しい経営状況や、全国平均より低い賃金水準等

を踏まえると、保険料率の引き上げは加入者の家計を圧迫し大変厳しいも

のと受け止めています。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により保険料収入の見

通しは不透明である一方、医療給付費は既にコロナ禍前の水準を上回って

おり、医療費の伸びが賃金の伸びを上回るという財政の赤字構造が解消さ

れていないこと、来年度以降、後期高齢者支援金の大幅な増加が見込まれ

ることを考慮するとやむを得ないと考えます。 

 

 

 

【評議会の意見】 

保険料率の変更について意見なし。 

 

【評議員の個別意見】 

（被保険者代表） 

・両方の意見のある支部も含めて保険料率引き下げの意見が増えている。

保険料率の差が開いてきていること、積みあがった準備金の有効活用が今

後議論となっていくのではないかと思っている。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

高知 １０．３０％（１０．１７％） 

１．意見の要旨 

高知支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.17％から

0.13％ポイント引き上げ、10.3％とすることについては、やむを得ないと

考えます。 

変更時期については、4月納付分からということに異論はありません。 

 

２．理由等 

従前より、当支部からは、準備金が積み上がっている状況や数年来の単

年度収支均衡料率の推移にかんがみ、「下げることが可能な時には下げて、

数年間、様子を見てはどうか」という考えを表明しているところでありま

す。現在の評議会においてもその底流となる考えに変わりはありません

が、今後団塊の世代が 75 歳に入り後期高齢者制度への拠出金が増大する

と見込まれること、これまで協会けんぽの収支を好転させてきた被扶養率

の低下が止まりつつあること、現在のコロナウイルス禍の状況等では、上

記の保険料率はやむを得ないものと考えます。 

 なお、毎年度、前々年度の支部別の収支差をすべて精算していますが、

小さな幅でプラス、マイナスを繰り返すことが多く、一定幅までは繰り越

すことができるようにし、小幅の保険料率の変更をなくして毎年の料率改

正を回避できるような制度変更が望ましいのではないかと考えます。（こ

の場合、インセンティブの料率変更は切り離せばいいのではないかと考え

ます。） 

 

 また、当支部の評議会においては、インセンティブ制度に関して、本来

助け合いの制度には馴染まないのではないか、との意見が強かったことを

申し添えます。 

【評議会の意見】 

支部保険料率 10.30％は致し方ない。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・高知支部は、他支部と比較して令和 2年度の新型コロナによる受診控え

が少なかったことが原因で、令和 4年度保険料率が引き上げに作用した。

しかし、見方を変えれば通常どおりの生活を送れたとも言えるため、今回

に限っては、他支部より保険料が上がることが一概に悪いこととは言い切

れないのではないか。 

 

（被保険者代表） 

・後期高齢者医療制度の現役並み所得者には公費が入っていないことか

ら、その分現役世代の負担が大きくなっている。早急に制度改正の実現を

求める。 

・保険料率については、これまで以上に加入者の納得性を高める努力をお

願いしたい。 

・5か月分相当の準備金が積み上がっていることから、準備金の上限とい

うものを考えていくべきではないか。 

・助け合いの保険制度の中でインセンティブ制度は本当に馴染むのか、と

いうことについて全体で議論すべきではないか。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

福岡 １０．２１％（１０．２２％） 

１．意見の要旨 

令和 4 年度保険料率について、平均保険料率 10.00%、インセンティブ

制度による加減算（福岡支部は 0.007%の加算）等を前提に計算した福岡支

部保険料率は 10.21%（対前年度比で 0.01ポイントの引き下げ）となり、

当該保険料率の変更について妥当であると考えます。 

 

２．理由等 

福岡支部評議会においては、協会けんぽの財政の赤字構造は解消されて

おらず、財政の脆弱性により多額の国庫補助が投入されていることや、高

齢化の進展等により、高齢者に係る医療費が今後も増大する見込みである

ことを鑑みれば、平均保険料率 10.00%を維持した上で、準備金の有効活用

等も含めた将来の医療費適正化に向けた施策のより一層の充実化を図り、

国民皆保険を支える被用者保険のセーフティネットとして、安定的な財政

運営につなげていくことが重要であるとの意見が多数を占めました。 

一方で、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により中小企業における

先行きは極めて不透明な状況が続く中、準備金残高は年々積み上がってお

り、こうした状況を踏まえれば、事業者等の負担軽減を図るため、準備金

を減らしてでも保険料率を引き下げるべきとの意見も出されています。 

 

  足元では、新型コロナウイルス感染症の影響により、保険料収入の見

通しは依然として不透明である中、医療給付費はコロナ禍前の水準を上回

ってきております。加えて、令和 4年度以降の後期高齢者支援金の大幅な

増加や、高額医薬品等の薬価収載の増加が今後も見込まれること等を考慮

すれば、公的医療保険制度を安定的に運営する上で保険料率の引き下げに

は慎重な判断が求められるところであり、これらの状況を勘案すれば、引

【評議会の意見】 

令和 4年度福岡支部保険料率が 10.21%（対前年度比で 0.01ポイントの引

き下げ）となることについて異論はない。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・日本の皆保険は社会保険方式を原則としており、制度間の財政調整や国

庫補助等により維持されている。制度間で財政状況が異なる中で、国とし

ては、保険料率 10％を一定の目安として考えていると思われ、将来を見

据えて平均保険料率 10％を維持することは必要である。 

・平均保険料率 10％維持は必要であり、支部保険料率の変更について異

論はない。更なる保健事業の充実の検討について、費用対効果の大きい取

り組みとしては、喫煙対策や過度の肥満者（BMI30-35以上）への対策があ

り、脳卒中、心筋梗塞等の減少につながると考えられるため、こうした取

り組みを優先して実施するべきである。 

 

（事業主代表） 

・平均保険料率 10％維持についてはやむを得ない。コロナ禍の中、事業者

側としては新型コロナ感染等による人手不足の状況も続いており、事業継

続計画を踏まえれば、従業員の健康の維持・増進は重要な課題であり、保

険者として健康づくり事業に注力していただきたい。 

・運営委員会における意見の内容について、支部評議会における平均保険

料率 10％維持の賛成については、将来を見据えたものであり、消極的な

ものではないと考える。 
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

き続き平均保険料率 10％の維持はやむを得ないものと考えます。 

 

当支部としましては、令和 4年度の支部保険料率について、前年度比で

引き下げとなるものの、引き続き全国平均よりも高い状況にあることか

ら、支部保険者機能強化予算を最大限に活用して医療費適正化対策を積極

的に推進していく所存です。 

 

また、今般、本部により示された「更なる保健事業の充実に向けた検討」

については、将来の医療費適正化に資することはもとより、加入者にとっ

てメリットが感じられる施策とするため、今後の財政状況も踏まえなが

ら、各都道府県支部及び評議会の意見等を踏まえた議論を進めていただく

ことを要望します。 

 

（被保険者代表） 

・支部保険料率の変更について異論はない。準備金の活用等については、

一時的に保険料率を引き下げるより、将来の医療費適正化に向けて保健事

業の強化に活用していくべきであると考えている。保健事業の推進が医療

費に与える影響等について仮説を立てながら、当該予算規模の拡大・充実

化を図っていただきたい。 

・平均保険料率 10％維持についてはやむを得ないが、5年収支見通し等の

シミュレーションについて、過去との比較検証をしっかりと実施してほし

い。準備金残高は積み上がるばかりであり、一定の準備金残高の水準を示

すなど、目指すべき将来像をはっきりと示していただきたい。 

佐賀 １１．００％（１０．６８％） 

１．意見の要旨 

佐賀支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.68％から

0.32％ポイント引き上げ 11.00％とすることについては、保険料率を引き

下げるべきと考えるとともに、以下の通り要望します。 

 

ⅰ）単年度収支均衡について 

 健康保険法に則り毎事業年度において財政の均衡を保つことができる

保険料率となるように、収支見通し期間を 5年とした単年度収支均衡を原

則として検討いただきますようお願いします。 

 

ⅱ）支部間較差について 

 保険料率については、平均保険料率が 10％に維持されたとしても、佐賀

【評議会の意見】 

すべての意見が引き下げを訴求するものであったが、取りまとめは行って

いない。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・都道府県単位保険料率の弊害が顕在化しており、原点である全国一律の

保険料率に回帰すべきであると考える。 

・事業主や被保険者が納めた保険料が準備金として積み上がっているの

であれば、ステークホルダーとして、適正な保険料率の水準ではないと意

見をするのは当然である。準備金が内部留保され、平均保険料率の引き下

げに使われないというのは、事業主や被保険者の理解は得られない。 

・中小・零細企業にとっては、保険料率の変動があったとしても、少しで
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

支部と最低保険料率の支部との乖離幅は拡大し、令和 4 年度暫定値では

１.49％もの乖離幅となる見込みです。（図表 1） 

 特に、小規模零細企業が多く、コロナ感染拡大による経済状況悪化の影

響が中央大都市支部以上に大きいものとなっている佐賀支部加入事業者

にとって、保険料負担が大きいことは企業の存続にかかわる重大事である

と認識しています。（図表 2） 

 相互扶助が制度を維持・発展させる前提であるはずの国民皆保険制度に

おいて、費用負担部分でこれほどの較差があってよいものか大いに疑問を

感じているところです。 

 毎年申し上げておりますが、保険者努力による医療費の地域差縮小に向

けて効果のある具体的な施策が明らかになるまでは保険料率の較差を

１％以内にする、或いは保険料率の上限を設定するなど特例的な措置の検

討を是非ともお願いします。 

ⅲ）準備金のあり方について 

 運営委員会および各支部評議会の中で、積み上がり続ける法定準備金の

あり方についての意見が多数出ている状況を踏まえ、今後の活用方法を検

討いただくとともに、適正な準備金の水準について議論を継続していただ

きますよう強く要望します。 

 

２．理由等 

令和 4年度平均保険料率の設定に際し、令和 3年 10月 27日に開催し

た佐賀支部の評議会では、準備金残高が大幅に拡大する黒字基調の財政

状況にあっては、健康保険法の本則通り、「単年度収支均衡原則」、

「収支見通し期間 5年」とする旨、評議員の総意による佐賀支部評議会

意見書を提出させていただいたところです。 

も保険料率を引き下げた方が助かるという事は分かりきっている。 

 

（事業主代表） 

・準備金が際限なく積み上がっている現状を鑑みても、単年度均衡保険料

率までの引き下げや、引き下げが困難なのであれば、準備金を活用し、加

入者等への還元を検討すべきである。 

・あくまでも単年度収支原則の考え方に沿った平均保険料率を設定すべ

きであり、事業主の立場としては平均保険料率を据え置くことについては

承服できない。 

・経営者の感覚としては、準備金を漠然と積み上げることは理解し難い。

企業は、コロナ禍であっても従業員の待遇を改善していかなければなら

ず、雇用保険も含めて負担ばかりが増えており、このままでは立ち行かな

くなる企業も多くなる。 

 

（被保険者代表） 

・雇用保険の分野ではこれまで、財政がそこまで緊迫していなかったので

保険料率を据え置いてきたが、財政が厳しくなったので来年度は、雇用保

険料率を引き上げるという考え方である。なぜ協会けんぽは単年度収支均

衡の原則通りに、雇用保険と同じ考え方で保険料率を設定することが出来

ないのか、甚だ疑問である。 
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しかしながら、その本質の議論はもとより新型コロナウイルス感染症

という過去に経験したことがないような国難の状況下においても、一時

的・時限的に平均保険料率を引下げるという意見が置去りにされ、多数

決の原理によって少数支部の意見が議論されることもなく切り捨てられ

たように感じられました。     

新型コロナウイルス感染症の影響により、地方の中小企業の財務状況

が非常に苦しいと訴えているなか、平均保険料率 10％を維持する方針が

示されたことは残念でなりません。 

また、令和 4年度都道府県単位保険料率の算定にあたり、緊急事態宣

言の影響が顕著であった大規模支部と影響が限定的であった小規模支部

において、加入者の受診控え等の影響を特に考慮することなく、機械

的・一律に医療給付費見込みを試算し、２年後に収支差で精算する取扱

いとしているのは甚だ疑問であります。 

令和 4年度の佐賀支部の保険料率は、協会けんぽ発足以来初めて 11％

に到達するという試算がなされており、過去に経験のない保険料率水準

であるとともに、当支部と保険料率が最も低い支部との乖離幅は前年度

より更に広がっております。そういった現状を受け、評議会の中でも不

安と疑問の声を多数頂戴していることから、法定準備金のあり方を初め

として、準備金が積み上がっていく情勢下においては平均保険料率の引

き下げに向け、具体的な議論を本格化する必要があるのではないかと強

く感じているところです。 
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■（図表 1）保険料率の推移（最高支部と最低支部の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（図表 2）佐賀支部と最低保険料率支部の年間保険料負担の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10名 403,200円 414,000円 【+10,800円】 424,800円 【+21,600円】 536,400円 【+133,200円】

50名 2,016,000円 2,070,000円 【+54,000円】 2,124,000円 【+108,000円】 2,682,000円 【+666,000円】

75名 3,024,000円 3,105,000円 【+81,000円】 3,186,000円 【+162,000円】 4,023,000円 【+999,000円】

100名 4,032,000円 4,140,000円 【+108,000円】 4,248,000円 【+216,000円】 5,364,000円 【+1,332,000円】

200名 8,064,000円 8,280,000円 【+216,000円】 8,496,000円 【+432,000円】 10,728,000円 【+2,664,000円】

300名 12,096,000円 12,420,000円 【+324,000円】 12,744,000円 【+648,000円】 16,092,000円 【+3,996,000円】

　 ※ 標準報酬月額30万円で計算した場合

従業員数
令和2年度 令和3年度 令和4年度平成31年度

保険料負担額（労使折半前）【平成31年度との差】

10.47%

10.61%

10.75% 10.73%
10.68%

11.00%

9.0%

9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

11.5%

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

最高支部（佐賀） 最低支部

0.980.78
1.12 1.15 1.18

1.49

9.69%
9.63% 9.63%

9.58%

9.50% 9.51%
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長崎 １０．４７％（１０．２６％） 

１．意見の要旨 

長崎支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.26％から

0.21％引き上げ、10.47％とすることについて、苦渋の決断ではあります

が、やむを得ないと考えます。 

 

２．理由等 

協会けんぽの財政状況に目を向けると、準備金残高は給付費等の 5か月

分に積みあがっていますが、コロナ禍において、今後の保険料収入の見通

しが不透明であること、医療給付費はコロナ禍前の水準をすでに上回って

いること、加えて今後、高齢者支援金の大幅な増加が見込まれることなど

から依然として楽観できる財政状況ではないことを踏まえ、支部評議会に

おいては、平均保険料率 10％維持の意見で一致しております。 

また、令和 2年度の一人当たり医療費の対前年度比を見ると、コロナ禍

において当支部は全国に比べて、マイナス幅が小さいことや、当支部の令

和 2年度加入者一人当たり医療費（年齢調整前）が全国で 5番目、入院医

療費においては 4番目に高い現況を考慮すると、支部保険料率の引き上げ

については、やむを得ないと判断いたします。 

なお、当支部としましては評議会での評議員の意見を踏まえながら、保

健事業や医療費適正化の取り組み等、戦略的保険者機能の発揮に努めてま

いります。 

 

【評議会の意見】 

中長期的な視点から保険料率を考えていくことで一致しており、平均保険

料率 10％を維持したうえで、支部保険料率について、0.21％引き上げとな

ることについてはやむを得ない、と考える意見が大多数を占めた。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・今回の保険料率は上り幅が大きくインパクトがあるので、県や自治体と

さらに共同して、より一層県民の健康づくりに取り組んでほしい。 

 

（事業主代表） 

・コロナでの受診控えに対しての全国との違いが支部保険料率にも反映

されたのではないか。保険料率が 10.26％から 10.47％に大きく変わった

が、この状況では致し方ない。ただ、そういった時もいかにして、10％維

持できるのかが重要。負担感も増えているので、全体として、保険料をど

う下げるかというのを考えていかなければいけない。 

 

（被保険者代表） 

・保険料率の 10％を維持するというのは、あくまで前年の水準を維持す

るということ。今回長崎支部は保険料率が上がってきているので、長崎県

内で手本となるよい取り組みは県下全域で取り組む形で広げていただき

たい。 

・被保険者としては、10％を維持しながら、自分の健康を守っていかなけ

ればいけない。今後医療費は上がる方向で進むと思うが、必要な医療をし

っかり受けながら、保険料率 10％を維持していくことが大事。 

・コロナ禍の状況を踏まえると医療費が上がるのは致し方ない。しかし、
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支部名 支部長意見 評議会における意見 

一方で、保険料率が上がってしまう、自己負担が増えるというのは、労働

者としては何のために働いているのかなという思いがある。また、準備金

の在り方について、確かに一定の準備金を確保するのは必要なことだが、

国庫補助も受けており、その水準も変わっていないので、今後必要な国庫

補助率を見直していく必要があるのではないか。 

 

熊本 １０．４５％（１０．２９％） 

１．意見の要旨 

熊本支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.29％から

0.16ポイント引き上げ、10.45％とすることについて、やむを得ないと考

えます。ただし、都道府県単位保険料率の今後の在り方について、運営委

員会での議論を求めます。 

 

２．理由等 

１.「平均保険料率については、10%を維持する」とした運営委員会の意 

見集約に基づき、都道府県単位医療給付費を反映した料率であり、評

議会の意見としても中長期的運営を考えればやむを得ないとされた

ところです。 

２.熊本支部の保険料率は前年度比 0.16%の引き上げ見込みで、全国的 

に第５位の位置にあり、新型コロナウイルス感染拡大の影響により企

業経営が厳しい状況においての保険料率引き上げには、事業主及び加

入者の皆さまへの丁寧な説明と受療行動等に対するご理解を得る必

要があります。 

３.熊本支部はメタボリックシンドローム該当率が高く、糖尿病などの 

生活習慣病の発症につながることが医療給付費の増加の一因になっ

ていることからも、特定健康診査受診率の向上、特定保健指導実施率

【評議会の意見】 

熊本支部の保険料率の変更についてはやむを得ないとする意見が多数だ

ったが、一部の評議員からは、引き下げるべきという意見も出された。また、

都道府県単位の保険料率設定の見直しを求める意見も出された。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・医療費抑制にも加入者のヘルスリテラシーの向上と事業主へのライン

ケアの啓発が必要。 

・準備金が積みあがっている状況において、事業主や加入者への還元の在

り方の議論を進めてほしい。 

 

（事業主代表） 

・熊本は生活習慣病のリスク保有者が多いことを、加入者や事業主に分か

りやすくしっかり伝えていくことが必要。 

・従業員の健康を守るためにも、健康経営の取り組みの重要性を感じてい

る。 

・コロナ禍において経営は非常に厳しい。事業主には企業を守る責任もあ

る以上、保険料率は引き下げるべきだ。 
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の向上及び重症化予防事業の推進を図ることに加え、関係機関と連携

した県全体の予防・健康づくりや医療費適正化をさらに推進していく

必要があります。 

４.しかしながら、地域の医療給付費には医療提供体制など多くの要因 

が関係しています。特に新型コロナウイルスの感染状況により特定地

域の保険料率が高騰し、当該地域の事業主や加入者に負担を求めるこ

とには、相互扶助の観点から疑問を抱かざるを得ません。都道府県単

位の保険料率設定が医療費の適正化に寄与しているのか、その総括と

今後の負担の在り方について運営委員会においての議論を求めます。 

 

（被保険者代表） 

・医療費が高い要因の全てが加入者や事業主の責任とは言えない。地域の

医療費を反映した保険料率設定という仕組みが正しいのか疑問に思う。 

 

大分 １０．５２％（１０．３０％） 

１．意見の要旨 

大分支部の令和 4年度保険料率を、令和 3年度保険料率の 10.30％から

0.22％ポイント引き上げ、10.52％とすることについて、容認できず、保

険料は引き下げるべきと考えます。 

 

２．理由等 

平均保険料率において 10.00％が限界と言われている中、0.22％ポイン

ト上昇して 10.52％という高さとなる大分支部の保険料率は、加入者及び

事業主の負担の限界を超えており、料率引き上げの容認はできません。 

大分支部においては、これまで医療費の伸びを抑制するために様々な取

り組みを行って参りました。また、インセンティブ制度においても加入者

及び事業主の取組結果により、令和 2年度においても上位の実績を残して

おります。しかし、現状、一人あたり医療費の全国平均との差は年々大き

くなるばかりで、これは、保険者、加入者の努力だけでは改善が困難な要

因が大きく関係していると考えております。都道府県単位保険料率という

【評議会の意見】 

平均保険料率において 10％が限界といわれている中、10.52％という高さ

の保険料率は受け入られず反対であるという意見が多数であった。 

全国一律の保険料率とするべきであり、制度変更に時間がかかるのであれ

ば、料率に上限下限を設け、保険料率が 10％と言える範囲に収めるべき。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・協会けんぽ全体として、10％が限界でこれを維持していくと言っている

中、大分支部の保険料率は年々上昇し、10％から大きく乖離している。協

会本部では、全国単位でしか見ていないので、この大分支部の乖離した保

険料率及び実際の負担額の問題が見えていないのでないか。10％を維持し

ていくということと事実は反している。 

・都道府県単位保険料率を設定するのは、都道府県ごとの医療費を保険料

率に反映させることにより、全体として医療費を抑制していく目的である

と思うが、実際、支部間格差が広がっている状況をみると効果が上がって
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制度設計時には、医療費格差を縮めるためのものであったはずが、現状、

その差は拡大する一方であり、保険料率格差も大きくなっていることから

制度としてすでに機能していないのではないかと考えます。 

 このような状況の中、現行の都道府県単位保険料率の算定の仕組みによ

り、負担の限界を超える保険料率を設定することは、加入者及び事業主の

理解を得ることが難しく、評議会の意見を踏まえ、全国一律の保険料率を

設定すべきと考えます。制度変更に時間がかかるのであれば、加入者及び

事業主の影響を考え、10.00％と言える範囲内の料率となるよう上限下限

を設定し、大分支部はその上限料率まで引き下げるべきで、今後もそれ以

上の保険料率による負担はできないと考えます。 

 

いないのではないか。大分支部においても今まで分析を行っているが、医

療費が他県に比べて上がってきている原因はよく分かっていない。それ

を、保険料率を高くして是正していくということは限界があると考える。

また、大分支部は加入者努力によるインセンティブ制度で報奨金を受けて

いるにもかかわらず、高い保険料が設定されている。協会けんぽ全体の医

療費を抑制するためあるいは地域間格差をなくすために都道府県単位保

険料を設定し調整していくという制度は破綻しており、見直しが必要と考

える。そうすると全国一律の保険料率について議論すべきであり、制度変

更に時間がかかるのであれば、料率の幅を決めるべきで上限下限がどの程

度であれば適切か議論するべきである。 

・全国まとめて、医療費がかかっているところ、かかっていないところを

押しなべてみんなで支えていくのが医療保険制度の根本部分ではないか。

全国一律の保険料率にしないと土地による不利益が解決されずに格差が

広がっていくばかりである。 

・都道府県単位保険料率が始まった平成 20 年当時にここまでの格差が生

まれることを想定できていなかったのではないか。そういう意味で、全国

一律保険料率に戻す議論が必要であるし、できないなら、上限下限の設定

を検討し、保険料率が 10％と言える範囲に収めるべきである。 

・将来のためにという理由で、均衡保険料以上の負担をさせることは世代

間格差を生むこととなる。現在の加入者のみに過剰に保険料を負担させる

ことになっていることは問題である。 

 

（事業主代表） 

・全体の保険料率が 10％以内という理解の中でやっているのに、一番高

い県の料率が 11％となっている。大分支部も 10.52％となり四捨五入する

と 11％となる。このような状況にあるので、都道府県間の保険料率の差
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は、１％以内にするべき。 

・健康保険組合等は保険者と加入者の距離が近い。しかし、協会けんぽは

個々の事業者の集まりで、医療費の適正化などの取り組みが届きにくい仕

組み。この構造をすべて、保険料に転嫁してもよいのかと考える。 

・都道府県単位保険料率となり、少しでも状況がよくなる結果が見えれば

よいが、年々悪くなっている状況である。企業として社会保険料が年々上

がっていくことは経営に関わってくる問題であり、都道府県単位保険料率

としたことに理解ができない。 

・従業員の数が大きければ大きいほど、事業主の負担も大きくなる。また、

コロナの影響を受け、厳しい事業運営を行っているところもある。大分支

部もじきに 11％まで保険料が上がるのではないかと考えると、対策をし

ていかなければならないし、危機感を感じる。 

 

（被保険者代表） 

・全国 3位の高さの保険料に驚いており、全国一律の保険料率を望む。ま

た、保険料率の仕組みが難しく、従業員に説明ができない。介護保険料の

ように、単年度収支均衡とすることが分かりやすくてよい。 

・保険料率が上がるのは困るが、一番困るのは医療保険制度が崩壊するこ

とであるので、ある程度保険料率が上がることはやむなしと考える。一方、

都道府県単位保険料率については、高いところは反対するし、低いところ

は賛成する。このような議論にしかならないので、これを解決するには全

国一律の保険料率に戻すしか方法はないと考える。今後、この議論を本気

でしていかなければならないと考える。 

・保険料率 10.52％という数字は高い印象を受けるが容認の範囲内と考え

る。しかしこれ以上支部間格差が拡大することは容認できないので、格差

を是正する仕組みがあったほうが良い。 
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宮崎 １０．１４％（９．８３％） 

１．意見の要旨 

宮崎支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.83％から

0.31％ポイント引き上げ、10.14％とすることについて、やむを得ないと

考えます。 

 

２．理由等 

保険料率の引き上げについては、新型コロナウイルス感染症の影響で、

医療給付費の減少があったものの、全国に比べて減少幅が少なかったこと

も影響しており、やむを得ないと考えます。 

加入者・事業主の皆様に対し、引き上げについて丁寧な説明を行い、保

険料の負担軽減のために、医療費適正化や保健事業の推進等をさらに強化

していく所存です。 

 

 

【評議会の意見】 

宮崎支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.83％から

0.31％ポイント引き上げ、10.14％とすることについて、異論なし。 

 

鹿児島 １０．６５％（１０．３６％） 

１．意見の要旨 

 鹿児島支部の令和 4年度保険料率が、令和 3年度保険料率の 10.36％か

ら 0.29％ポイント引き上がり全国 2 位の高さである 10.65％となること

について苦渋の決断ではありますが、やむを得ないと考えます。 

 ただし、限界といわれる保険料率 10％を大きく上回ることを鑑みると、

国庫補助率を引き上げていく取り組みも併せて必要と考えます。 

 

２．理由等 

法定準備金を超える準備金残高が積み上がっている現状では、当支部の

健康保険料率がさらに 0.29 ポイントも引き上がること、支部間の保険料

【評議会の意見】 

・鹿児島支部の令和 4年度保険料率を 10.65％とすることについて、苦渋の

決断の末、やむを得ないと考える。ただし、国庫補助率を 20％に引き上げる

ことを強く求めることを前提とした意見である。 

・都道府県単位保険料率については、所得調整・年齢調整を考慮したとして

も限界がある。制度について見直し等を検討されたい。 

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者） 

・健診、保健指導を行ってもなかなか医療費の抑制というのは難しく、今

回の新型コロナのような突発的な要因で医療費が大幅に下がっている背
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率の格差が年々拡大していることは、支部評議員をはじめ、加入者および

事業主の理解を得にくい状況です。 

 今後、加入者および事業主の理解を得るためには、国庫補助率 20％への

引き上げや診療報酬の改定、後期高齢者支援金の負担の在り方などを、引

き続き国へ訴えていく必要があると考えます。 

 また、医療費は地域の医療体制や離島など地理的事情の要因も影響する

ことから、保険者や加入者の努力だけでは解消できない年齢や所得以外の

要因も踏まえた保険料率の算出方法、ひいては都道府県単位での保険料率

設定の在り方について、今後の検討が必要と考えます。 

 

景を考慮すると、鹿児島支部のように受診控えが比較的少なかった（きち

んと受診できている）ことは医療保険の趣旨からすれば良いことである。 

・法定準備金を取り崩すなどして保険料率を下げてほしいと考えるが、将

来的な傾向を考えればやむを得ない。但し、国庫補助の引き上げを含めて

強力に訴えていく必要があると考える。 

 

（事業主代表） 

・保険料率設定に関して、都道府県支部単位ではなく複数支部をグループ

化して考えるという被保険者代表の意見に同感である。 

・保険料率の引き上げは致し方ないが、所得水準、年齢構成は加入者側で

は如何ともしがたい。所得水準を上げるためには賃上げになるが、現在の

景気動向などを鑑みると将来の人口減少、高齢化を加味すると非常に暗澹

たる思いである。また、給与が低いのに保険料率が上がると可処分所得が

少なくなっていくこととなり、非常に厳しい状況である。 

 

（被保険者代表） 

・国庫補助の引き上げが行われたとしても、税金負担増という結果として

加入者に跳ね返ってくる。都道府県単位での保険料率決定という仕組みを

継続することについて限界が近づいているのではないか。 

・1支部ではなく複数支部をグループ化あるいはブロック化したうえでの

料率検討とし、その中位の保険料率を採用する。その保険料率を所属支部

で全体的に下げていくことを考えていく等、都道府県単位保険料率という

制度の見直し時期に来ているのではないか。 

・法定準備金の積み立ての必要性も十分理解しているが、どこまで積み上

げるかの検討と取り崩しの実行を行っても良いのではないか。 

・保険料率について、高いのが問題というよりも支部間格差があることが
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納得できないという思いが日頃からある。究極にいえば全国一律というの

がありがたい話ではある。 

 

沖縄 １０．０９％（９．９５％） 

１． 意見の要旨 

沖縄支部の令和 4 年度保険料率を、令和 3 年度保険料率の 9.95％か

ら 0.14％ポイント引き上げ、10.09％とすることについて、やむを得な

いと考えます  

 

２．理由等 

コロナ禍において先行き不透明な経済情勢下、当支部の保険料率とし

ては過去にもない料率かつ上がり幅も大きく、受け入れがたいものでは

ありますが、医療費が増加している状況を鑑みると、受け入れざるを得

ません。  

今後ともこれ以上保険料率が上がらないよう加入者の健康づくり、医

療費適正化、インセンティブ制度について広報強化し、今回保険料率が

上がることについて加入者、事業主に対し丁寧な説明に努めます。  

 

【評議員の個別意見】 

（学識経験者）  

・これまで沖縄支部として 10％を超えないよう努力をしてきたと思う。

インセンティブ制度の減算等により保険料率の上昇を抑えてきたように、

今後も沖縄支部として取り組みを強化し、保険料率を抑制し加入者へ還元

してほしい。  

  

（事業主代表）   

・平均保険料率 10％維持であるが、沖縄支部として結果 10.09％と平均

保険料率を上回ることとなっている。準備金が積み上がっているが、なん

とか 10％に留めることはできないのかと思う。  

・コロナ禍において事業主、加入者が大変な思いをしている。しかし痛み

を分かち合う意味でこの結果は消極的な賛成であり、やむを得ないのかと

感じる。  

  

（被保険者代表）  

・これまで、インセンティブ制度で沖縄支部として努力し、上位を維持し

引き下げのメリットを受けてきたことは沖縄支部の努力の成果だと思う。

引き続き努力してもらいたい。  

 

 


